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Ⅰ 結城市の福祉の動向 

１ 少子高齢化の進行 

 高齢者人口（65歳以上の人口）は令和 5年 4月 1日時点で 15,425人と、市の総人口の 30.7％を

占め、平成 25年度と比較して 6.5ポイント増加しており、高齢化が進んでいます。[表１] 

 また、全国的な少子高齢化の傾向と同じく、少子化の傾向もあり、年少人口（15歳未満の人口）は

平成 25年と比較すると、1.5ポイント減少しています。[表２]    

       

[表１] 高齢者人口の推移                         毎年４月１日現在 

年 
総人口 65歳以上 65歳～74歳 75歳以上 

（人） （人） （％） （人） （％） （人） （％） 

平成 25年 52,997 12,811 24.2 6,824 12.9 5,987 11.3 

平成 26年 52,858 13,235 25.0  7,114 13.5 6,121 11.6 

平成 27年 52,700 13,691 26.0  7,406 14.1 6,285 11.9 

平成 28年 52,557 14,120 26.9  7,615 14.5 6,505 12.4 

平成 29年 52,521 14,453 27.5  7,735 14.7 6,718 12.8 

平成 30年 52,379 14,725 28.1  7,825 14.9 6,900 13.2 

平成 31年 51,880 14,912 28.7  7,827 15.0  7,085 13.6  

令和 2年 51,580 15,145 29.3  7,902 15.3  7,243 14.0  

令和 3年 51,109 15,356 30.0 8,067 15.8 7,262 14.2 

令和 4年 50,425 15,425 30.6 7,861 15.6 7,564 15.0  

令和 5年 50,177 15,425 30.7 7,576 15.1 7,849 15.6 

 

 

[表２] 年少人口の推移                          毎年４月１日現在 

年 
総人口 0歳～15歳未満 0～4歳 5～9歳 10～14歳 

（人） （人） （％） （人） （人） （人） 

平成 25年 52,997 6,873 13.0  2,126 

2,149 

2,343 2,404 

平成 26年 52,858 6,881 13.0  2,077 2,369 2,435 

平成 27年 52,700 6,814 12.9 2,081 2,322 2,411 

平成 28年 52,557 6,727 12.8 2,049 2,335 2,343 

平成 29年 52,521 6,666 12.7 2,054 2,283 2,329 

平成 30年 52,379 6,544 12.5 1,980 2,209 2,355 

平成 31年 51,880 6,376 12.2 1,897 2,130 2,349 

令和 2年 51,580 6,215 12.0  1,778 2,123 2,314 

令和 3年 51,109 6,040 11.8 1,652 2,065 2,323 

令和 4年 50,425 5,814 11.5 1,528 2,039 2,247 

令和 5年 50,177 5,570 11.1 1,407 1,962 

 

2,201 

 

 

 

 

 



2 

２ 障害者福祉の動向 

 身体障害者（児）手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持している人の合計は、令和 5年

4 月 1 日現在で 2,432 人となり、障害を重複している方を勘案しない場合、総人口に占める割合は

4.8％となっています。 

 身体障害者（児）手帳所持者は、令和 5年 4月 1日現在 1,454人おり、前年と比較すると 54人減少

しています。身体障害者（児）手帳所持者の等級は、「１級」で身体障害者手帳所持者の 35.4％を占

め、次いで「4級」が 24.0％、「3級」が 16.3％、「2級」が 14.5％、「5級」が 4.8％、「6級」が 5.0％

となっています。 

 障害別内訳に占める割合は「肢体不自由」が身体障害者手帳所持者の約半数を占める 44.4％となっ

ており、次いで「内部障害」が 39.9％、「聴覚・平衡機能障害」が 8.4％、「視覚障害」が 6.5％、「音

声・言語・そしゃく機能障害」で 0.8％となっています。 [表３、４、５] 

精神障害者保健福祉手帳所持者は、令和 5 年 4 月 1 日現在 491 人で、昨年度と比較すると 36 人増

加しています。手帳所持者は 10年前の約 1.7倍に増えています。 

 精神障害者保健福祉手帳所持者の等級は、｢2級｣が全体の 62.5％を占め、次いで｢3級｣が 27.9％、

｢１級｣が 9.6％の順となっています。[表６、７] 

 療育手帳所持者は、令和 5年 4月 1日現在 487人おり、判定の状況は、「Ｃ判定」が療育手帳所持者

の 31.4％を占め、次いで「Ｂ判定」が 31.0％、「Ａ判定」が 18.9%、「○Ａ判定」が 18.7％となってい

ます。[表８、９] 

 

〇障害者手帳交付の推移 

[表３] 身体障害者手帳                    毎年４月１日現在（単位：人） 

  １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合 計 

平成 25年 512 288 245 374 95 85 1,599 

平成 26年 523 276 241 382 96 89 1,607 

平成 27年 530 270 250 380 91 85 1,606 

平成 28年 588 276 273 400 97 84 1,718 

平成 29年 664 329 266 331 80 75 1,745 

平成 30年 667 329 255 352 79 73 1,755 

平成 31年 650 308 262 362 82 75 1,739 

令和 2年 640 304 272 380 76 76 1,748 

令和 3年 562 227 238 378 74 74 1,553 

令和 4年 547 217 227 371 73 73 1,508 

令和 5年 515 210 237 349 70 73 1,454 
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[表４] 障害別内訳                      毎年４月１日現在（単位：人） 

年 視覚障害 
聴覚・平衡
機能障害 

音声言語 
障害 

肢体不自由 内部障害 合計 

平成 26年 102 164 11 805 525 1,607 

平成 27年 98 156 13 799 540 1,606 

平成 28年 104 160 14 824 616 1,718 

平成 29年 92 139 10 974 530 1,745 

平成 30年 101 138 9 969 538 1,755 

平成 31年 98 126 10 946 559 1,739 

令和 2年 99 126 14 929 580 1,748 

令和 3年 100 125 9 702 617 1,553 

令和 4年 98 123 10 677 600 1,508 

令和 5年 94 122 12 646 580 1,454 

 

[表５] 障害別・等級別内訳                令和５年４月１日現在（単位：人） 

等級別 等級別 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 計 

障害別 児者別 

視覚障害 18歳未満 0 0 0 0 0 0 0  

 18歳以上 40 31 6 5 7 5 94  

 計 40 31 6 5 7 5 94  

聴覚・平衡機能

障害 

18歳未満 0 0 2 0 0 0 2  

 18歳以上 1 35 16 33 0 35 120  

 計 1 35 18 33 0 35 122  

音声・言語・そ

害 

18歳未満 0 0 0 0 0 0 0  

しゃく機能障

害 

18歳以上 0 1 7 4 0 0 12  

害 計 0 1 7 4 0 0 12  

肢体不自由 18歳未満 8 3 2 1 0 0 14  

 18歳以上 114 132 130 160 63 33 632  

 計 122 135 132 161 63 33 646  

内部障害 18歳未満 2 0 0 2 0 0 4  

 18歳以上 350 8 74 144 0 0 576  

 計 352 8 74 146 0 0 580  

合 計 18歳未満 10 3 4 3 0 0 20  

 18歳以上 505 207 233 346 70 73 1.434  

 計 515 210 237 349 70 73 1,454  

 

 

表６] 自立支援医療（精神通院）受給者数           毎年４月１日現在（単位：人） 

年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 

受給者数 691 689 772 792 846 829 827 510 903 939 

注）新型コロナウイルスの影響で、前年に受給者証の有効期間を 1年間自動延長する措置が取られた

ため、受給者証を交付された受給者の数は少なかった。（令和 3年度）   
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[表７] 精神障害者保健福祉手帳    毎年４月１日現在（単位：人） 

  １級 ２級 ３級 合  計 

平成 26年 39 152 91 282 

平成 27年 31 167 88 286 

平成 28年 35 202 106 343 

平成 29年 38 216 117 371 

平成 30年 42 228 127 397 

平成 31年 38 229 121 388 

令和 2年 36 255 121 412 

令和 3年 43 274 114 431 

令和 ４年 48 286 121 455 

令和 ５年 47 307 137 491 

 

[表８] 療育手帳                       毎年４月１日現在（単位：人） 

等
級 

 ○Ａ    Ａ   Ｂ   Ｃ   計  

年 児 者 計 児 者 計 児 者 計 児 者 計 児 者 計 

平成 26

年 

6 61 67 

 

23 68 91 

91 

3 

25 93 118 

 

26 57 83 80 279 359 

平成 27

年 

6 61 67 25 66 91 27 100 127 30 59 89 88 286 374 

平成 28

年 

7 61 68 23 68 91 27 103 130 33 61 94 90 283 383 

 
平成 29

年 

9 66 75 25 68 94 28 106 134 38 69 107 

 

101 309 410 

 
平成 30

年 

17 67 84 

 

19 72 91 

 

34 106 140 

 

39 74 113 

 

109 319 428 

 
平成 31

年 

17 69 85 15 76 91 29 112 141 

 

38 82 120 

 

99 339 438 

 
令和 2

年 

15 70 85 

 

21 75 96 

 

26 116 142 

 

47 91 138 109 352 461 

令和 3

年 

16 68 84 18 75 93 32 119 151 48 91 139 114 353 467 

 
令和 4

年 

15 73 88 

 

17 79 96 

6 

33 116 149 

 

51 94 145 

 

116 362 478 

令和 5

年 

17 74 91 

 

16 76 92 

6 

32 118 150 

 

58 96 154 

 

123 364 487 

※○Ａ最重度 Ａ重度 Ｂ中度 Ｃ軽度 

 児=知的障害児（18歳未満） 者=知的障害者（18歳以上） 

 

[表９] 児者別・等級別内訳            令和５年４月１日現在（単位：人） 

 ○Ａ  Ａ Ｂ Ｃ 計 

知的障害児(18歳未満) 17 16 32 58 123 

 (内施設入所者) 0 0 1 4 5 

知的障害者(18歳以上) 74 76 118 96 364 

 (内施設入所者) 38 17 25 11 91 

合 計 91 92 150 154 487 

 (内施設入所者) 38 17 26 15 96 
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Ⅱ 分野別施策の展開方向 

１ 地域福祉対策 

 近年、複雑化する地域課題に対して、地域住民自身が福祉の担い手として課題解決ができるよう、

平成 20年に第１期ゆうきの地域福祉計画策定以降、「やさしさをつむぐまち結城」のスローガンの下

で、地域福祉を推進してきました。 

 こうした中、近年、少子高齢化や核家族化の進展などの社会情勢の変化を背景として、地域におけ

る支えあいの機能は低下し、また、引きこもりやヤングケアラーといった顕在化しにくい社会的孤立

の問題など地域における課題は複雑化・複合化しており、従来の制度の枠組みにとらわれない包括的

な支援体制が求められています。本市では、令和５年３月に第４期「ゆうきの地域福祉計画(令和５年

度～令和９年度)」を策定し、地域共生社会の実現を目指すとともに「共に支え合い やさしさをつむ

ぐまち 結城」を基本理念として、子育て支援、障害者福祉、高齢者福祉等の各分野での連携、行政、

地域住民、福祉関係者との協働により、地域福祉の推進を図ることとしました。 

 

■施策の展開方向■ 

基本目標１：地域を共に支えあう人づくり 

 地域住民や地域の多様な主体が参画し、一人ひとりが生きがいを感じられる社会をともに創ってい

くことを目指し、日頃から支え、支えられる「お互いさま」の関係づくりに向け、一人ひとりの支え

あいの意識の向上を図ります。また、地域福祉を担う人材や団体は多様化する地域課題の解決に向け

て、柔軟かつ機動的な活動の実践者としての役割が期待されており、今後も次代の地域福祉を担う人

材・団体を育成・支援し、担い手の確保を図ります。 

 

○地域で支えあい助けあう意識の醸成 

○地域福祉活動の担い手育成・活動支援 

 

基本目標２：誰一人取り残さない支援体制づくり 

 高齢者や障害者、子育て、生活困窮等の分野ごとの支援体制を充実するとともに、各分野が相互に

連携しながら、地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応する包括的な支援体制を構築し、社会的

孤立を防ぎ、制度の狭間を作らない仕組みづくりを推進します。 

 

○包括的な相談支援体制の整備 

○総合的・包括的な支援の充実 

 

基本目標３：住み慣れた地域で誰もが安心して生活できる地域づくり 

 地域でいつまでも安全・安心に暮らせるよう、見守りが必要な人が緊急時や災害時に孤立しないた

め、日頃からの見守り体制の充実や避難行動湯尾支援者名簿の活用等を促進し、的確な支援につなげ

ます。また、生活に対する支援や、防災訓練等の活動支援、防犯対策の推進など地域で安心して暮ら

せる環境づくりを推進します。 

 

○安心・安全な地域づくり 

○みんながふれあえる地域づくり 

○みんなで支えあえる地域づくり 
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２ 高齢者福祉対策 

  令和５年４月１日現在、本市の高齢者人口は 15,425 人、高齢化率は 30.7％で、年々高齢化が進ん

でいます。 

 こうした中、令和３年３月に「第８期結城市高齢者プラン２１（令和３年度～令和５年度）」を策定し、「いつ

までも安心して暮らせる地域づくり」、「すこやかな生活と生きがいづくり」及び「介護サービスの充実」の

３つを基本目標に掲げ、介護保険事業の適正な運営を図るとともに、各種施策を展開し、高齢者が住み慣

れた地域で生きがいを持って暮らしていけるよう、地域包括ケアシステムを充実させていきます。 

 

■施策の展開方向■ 

基本目標１：いつまでも安心して暮らせる地域づくり 

 高齢者が最期まで住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が切れ目なく一体的に提供される地域包括ケアシステムをさらに深化・推進します。 

 また、高齢者や家族が安心して暮らせるよう医療・介護の連携の推進を図るとともに、認知症の人

も含めたすべての高齢者が尊厳を保ちながら暮らし続けられる環境づくりや地域づくりを支援します。 

 そして、高齢者のみならず、すべての市民が互いに支え助け合いながら、誰もが役割を持ち、活躍

できる地域共生社会の実現を目指します。 

 

〇地域包括ケアシステム構築のための体制整備 

〇在宅医療・介護連携の推進 

〇認知症施策の推進 

〇高齢者の尊厳の保持 

〇市民相互の支え合いによる地域づくり 

〇安全・安心な環境づくりの推進 

 

基本目標２：すこやかな生活と生きがいづくり 

 高齢者が健康で自立した生活を送れるように、保健事業と介護予防事業について一体的に取り組ん

でいきます。 

 また、ひとり暮らし高齢者等の生活支援や、家族介護者の負担軽減について、各種サービスの充実

を図っていきます。 

 さらに、高齢者が社会参加や生涯学習活動などにより、生きがいや社会的役割を持ち、さまざまな

分野でいきいきと活動していけるよう支援していきます。 

〇健康づくりと介護予防の推進 

〇生活支援対策の推進 

〇生きがい対策の推進 

 

基本目標３：介護サービスの充実 

 高齢者が介護を必要とする状態になっても住み慣れた地域で暮らしていけるよう、地域の特性に応

じた介護サービス基盤の整備を推進していきます。 

 また、利用者が安心して介護サービスを受けることができる体制づくりと、介護保険事業の円滑な

運営を図ります。 
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 さらに、介護サービス事業所と連携を図り、介護サービスの質の向上や人材確保の支援、介護給付

の適正化を推進し、介護サービスの適正な提供に努めていきます。 

〇介護サービス基盤の整備 

〇介護保険事業の円滑な運営 

〇介護サービスの適正な提供 

 

３ 児童福祉対策 

 少子化の進行、核家族化、共働き家庭の増加並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に対応し、

子どもや子どもを養育している保護者に必要な支援を行い、一人ひとりの子どもが健やかに成長でき

る社会の実現と、安心して子どもを育てることができる環境づくりのため、子ども・子育て支援法、

児童福祉法等、子どもに関する法律による様々な施策を展開していきます。また、要保護児童対策と

して、地域子育て支援センターや保育園、幼稚園等との連携を図り、要保護児童の早期発見や問題ケ

ースへの対応を引き続き実施していきます。 

 

■施策の展開方向■ 

基本目標１：安心して妊娠・出産・子育てができるまちづくり 

 妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の実施により、保護者の家庭等における不安感や負担

感を軽減するための相談支援体制の整備、産前・産後ケアサービスなど、保護者の状況や子どもの成

長段階に応じた子育て支援を充実させます。また、子育て家庭や経済的に困窮している家庭へ現物支

給及びサービス支給を充実させ、経済的支援の充実に努めます。 

○切れ目のない子育て支援体制の推進 

○子育て相談等の充実 

○子育て家庭への経済的支援の充実 

 

基本目標２：すべての子どもの健やかな育ち（成長）を支えるまちづくり 

教育・保育環境の改善や教育・保育に携わる職員の資質向上などを図ります。また、教育・保育等 

の提供体制の整備を推進し、家庭環境、保護者の就労状況等による多様なニーズや子どもの特性に応

じた教育・保育等の提供に努めます。 

○幼児期の教育・保育の充実 

○健やかな成長を育む教育環境の整備 

○児童虐待防止対策の推進 

 

基本目標３：子どもと子育て家庭を地域で支えるまちづくり 

 子育てしやすいまちづくりに向け、地域の中で教育・保育施設、子育て支援施設の職員や保健・医

療関係者等、各種機関等の専門家の知識・技能を活かした支援を行うとともに、地域の住民など多様

な人材の参加によって子育て世帯・家庭を見守り、すべての子育て世帯の親と子が孤立しないように

努めます。 

○地域での子育て支援の充実 

○「ワーク・ライフ・バランス」の促進 
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４ 障害者（児）の福祉 

 障害のある人の地域生活を支援するために、「障害のある人も ない人も 互いに人格と個性を尊

重し 支えあえるまちの実現」に向けた「第３次結城市障害者プラン」を策定しました。令和３年４

月に「市障害者基幹相談支援センター」を直営で設置し、今後も、「だれもが 自分らしく いきいき

と暮らす 結城」の実現のための施策を総合的かつ計画的に推進していきます。 

 

■施策の展開方向■ 

○生活支援の充実 

 障害のある人もない人も大切な人として認められ、日常生活・社会生活を営むことができるよ

う障害福祉サービス等の支援を行います。 

○情報アクセシビリティの向上 

 障害のある人が円滑に情報を取得・利用し、意思疎通やコミュニケーションを行うことができ

るように情報提供の充実、コミュニケーション支援の充実等、情報の利用におけるバリアフリー

化を推進します。 

○保健・医療の充実 

 障害のある人が身近な地域において、保健・医療サービス等を受けることができるよう提供体

制の充実を図ります。 

○社会参加の支援・促進 

 障害のある児童生徒一人一人が、年齢と能力に見合った形で学習しやすいようにし、障害の有

無に関わらず、児童生徒が一緒に勉強することができるよう教育の充実を図ります。また、障害

のある人が文化芸術活動、スポーツまたは、レクリエーションを行うことができるよう環境の整

備等を推進します。 

○雇用・就業、経済的自立の支援 

 障害のある人が地域で自立した生活を送るためには、就労が重要であり、働く意欲がある人が

その適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、一般就労を希望する人にはできる限

り一般就労できるように、また、一般就労が困難な人には就労継続支援事業所等での工賃水準が

向上するように支援を行います。あわせて年金等の支給や経済的負担の軽減等による経済的自立

も支援します。 

○生活環境の充実 

 障害のある人の自立と社会参加を支援し、誰もが快適で暮らしやすい生活環境を整備するため、

障害がある人のための住宅の確保、建築物、公共交通機関等のバリアフリー化を図り、障害のあ

る人に配慮したまちづくりを推進します。 

○安心・安全の確保 

 障害のある人が地域社会において、安全・安心な生活を送ることができるよう防災・防犯対策

の推進、消費者被害からの保護等を行います。 

○差別解消及び権利擁護の推進 

 障害の有無によって分け隔てられることなく、全ての人が相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消に取り組みます。併せて、障害者虐

待の防止等、障害のある人の権利擁護のための取り組みを推進します。 
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５ 生活の保障 

（１）母子・父子福祉（ひとり親家庭） 

 増加するひとり親家庭に対し、経済的援助に加え、様々な養育不安に対する相談に応じ、生活の安

定と自立を促進するための支援を行います｡ 

■施策の展開方向■ 

○家庭相談員によるきめ細かな相談で、適正な児童養育の向上を図ります。 

○ひとり親家庭等に対し各種手当を支給し、経済面での支援を行います。 

○母子家庭等高等職業訓練促進給付事業を推進し、生活の安定に寄与します。 

 

（２）低所得者福祉 

 生活保護は、日本国憲法第 25 条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対

し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、自立を助

長することを目的とするものです。 

 生活保護制度は、これまでに老齢加算の廃止・母子加算の廃止及び復活・ひとり親世帯就労促進費

の新設及び廃止・学習支援費の新設等、生活保護基準の見直しが実施されています。  

 その他、自立支援プログラムの実施をはじめ、生活保護受給者等就労自立促進事業の活用、ハロー

ワークと連携した就労支援を実施し、今後も引き続き、当該制度の適切な実施運用を図り被保護者の

自立促進に努めます。また、平成 20年度には中国残留邦人等に対する支援給付制度が新設され、これ

までの生活保護制度から支援給付に移行して支援を行っています。 

 平成 27 年度からは、生活保護に至る前の自立支援策の強化を図ることを目的とした生活困窮者自

立支援法が施行され、自立相談支援員による面接相談、自立支援プランによる支援、住居確保給付金

の支給等、困窮者の自立に向けた支援事業を開始しました。 

また、生活困窮世帯の子どもが将来困窮するという負の連鎖に陥らせないことを目的に、 平成 28

年度から「子どもの学習支援事業」を開始し、困窮世帯の小中高生を対象にした学習支援事業を実施

しています。さらに、直ちに就労への移行が困難な生活困窮者に対し、基礎能力の形成を支援する、就労

準備支援事業を実施します。また、家計管理ができない等、問題のある世帯を、家計簿のつけ方や支出管

理を支援し、安定した生活を送れるようにする家計改善支援事業も実施します。  

施策の展開方向 

 ○自立に向けた適切な支援（自立支援プログラムの有効活用） 

 ○生活保護制度を必要とする方への適切な支援の実施 

 ○生活困窮者自立支援事業の実施 

  ・自立相談支援事業       ・住居確保給付金     ・家計改善支援事業 

  ・子どもの学習支援事業    ・就労準備支援事業 
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６ 援護事務 

 終戦から 75年以上が経過し、戦争を知らない世代が大半を占めるようになり、戦禍の記憶が風化し

ていると言われています。戦争の惨禍と平和の尊さを後世に伝える事業を進めていきます｡また、戦傷

病者・戦没者遺族の高齢化が進んでいるため、援護事務の円滑な執行と必要な援助・配慮に努めます。  

 

■施策の展開方向■ 

○市主催により戦没者追悼式を挙行します。 

○戦傷病者・戦没者遺族に対する援護事務の円滑な執行に努めます。 

 

７ 社会福祉の民間活動 

（１）民生委員・児童委員 

 民生委員は、民生委員法第３条によってその設置が定められ、児童福祉法第 16条第２項によって、

児童委員も兼ねています。民生委員は、民生委員法第１条に規定されているように、社会奉仕の精神

をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める篤志奉

仕者です。 

 現在、地域の相互扶助機能の弱体化、地域住民相互のつながりの希薄化などにより、民生委員・児

童委員の活動は、福祉行政の協力機関としての活動だけでなく、一人暮らし高齢者や障害者を見守る

など、住民に身近な立場で、民間奉仕者としての活動がより重要とされ、民生委員・児童委員の活動

に占める割合も大きくなってきています。 

 今後も、民生委員・児童委員との連携を図り、地域福祉を充実させていきます。 

 

■施策の展開方向■ 

○民生委員・児童委員との連携を強化し、活動を支援します。 

○民生委員・児童委員協議会の運営を支援します。 

 

（２）社会福祉法人 結城市社会福祉協議会 

 社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条の規定に基づき設立された、地域福祉の推進を図ることを目

的とした団体です。地域における住民組織と公私の社会福祉事業関係者等により構成され、住民主体の

理念に基づき、地域の福祉課題の解決に取り組み、誰もが安心して暮らすことのできる地域福祉の実現

を目指しています。また、住民の福祉活動の組織化、社会福祉を目的とする事業の連絡調整及び事業の

企画・実施等を行う市、県、国を結ぶ公共性と自主性を有する民間組織です。社会福祉協議会の活動は、

住民ニーズの基本の原則、住民活動主体の原則、民間性の原則、公私協働の原則、専門性の原則が基本

にあり、その機能として、住民ニーズ・社会福祉課題の明確化及び住民活動の推進機能、公私社会福祉事

業等の組織化・連絡調整機能、福祉活動・事業の企画及び実施機能、調査研究・開発機能、広報・啓発機能、

地域の福祉活動・事業の支援機能が期待されています。 

 

施策の展開方向 

 ○社会福祉協議会と福祉事務所が協力、連携して事業が実施できるよう調整を図ります。 

 ○社会福祉協議会へ福祉施策の一部を委託します。 

 ○結城市地域福祉活動計画の推進を支援します。 



11 

（３）公益社団法人 結城市シルバー人材センター 

 シルバー人材センターは、健康で働く意欲のある高齢者が「自主・自立・共同・共助」を基本理念とし、自

ら培ってきた知識や経験、能力等を活かすことのできる地域に密着した「臨時的・短期的な就業の場」を

提供することにより、さまざまな社会参加を通じて高齢者の健康で生きがいのある生活の実現と地域社

会の活動に貢献しています。 

 

施策の展開方法 

 ○会員の就業機会の確保と安全・適正就業の徹底を図ります。 

＜就業内容＞ 

分野別         内         容 

専門技術分野 給食配送 

事務分野 一般事務、毛筆賞状書き、宛名書き 

管理分野 施設管理 

技能分野 植木手入れ、襖・障子張替え、大工作業（小修理程度）、刃物研ぎ 

軽作業分野 刈り払い、除草、殺虫剤散布、公園清掃、工場内外軽作業 
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Ⅲ 令和５年度福祉関係予算 

（単位：千円） 

区  分 
本年度 
予算額 

前年度 
予算額 

比較増減 増減率(％) 

一般会計総額 18,726,000 18,218,000 

 

508,000 2.8 

 内 民生費 7,170,031 7,064,911 105,120 1.5 

内 福祉事務所関係予算 6,109,659 6,033,381 76,278 1.3 

介護保険特別会計 3,833,100 3,729,100 104,000 2.8 

 

 

民生費の内訳 

○数字は，福祉事務所関係予算                        （単位：千円） 

区  分 
本年度 
予算額 

前年度 
予算額 

比較増減 増減率(％) 

１ 社会福祉費 3,482,606 3,485,527 △2,921 △0.1 

 ①社会福祉総務費 611,842 669,090 △57,248 △8.6 

 ２国民年金費 14,075 15,244 △1,169 △7.7 

 ③障害者福祉費 1,096,440 1,069,774 26,666 2.5 

 ④老人福祉費 706,279 704,410 1,869 0.3 

 ５医療福祉費 288,299 303,250 △14,951 △4.9 

 ６人権推進費 26,743 26,310 433 1.7 

 ７隣保館費 48,084 40,383 7,701 19.1 

 ⑧障害者福祉センター費 1,990 6,402 △4,412 △68.9 

 ⑨生きがいふれあいセンター費 5,683 4,321 1,362 31.5 

 10 後期高齢者医療給付費 683,171 646,343 36,828 5.7 

２ 児童福祉費 2,870,806 2,782,676 88,130 3.2 

 ①児童福祉総務費 149,213 126,508 22,705 17.9 

 ②児童措置費 2,102,899 2,070,893 32,006 1.5 

 ③母子福祉費 196,177 198,934 △ 2,757 △ 1.4 

 ④保育所費 321,714 308,427 13,287 4.3 

 ⑤放課後児童健全育成費 100,803 77,914 22,889 29.4 

３ 生活保護費 815,454 795,543 19,911 2.5 

 ①生活保護総務費 52,628 45,929 6,699 14.6 

 ②扶助費 762,826 749,614 13,212 1.8 

４ 災害救助費 1,165 1,165 0 0.0 

 ①災害救助費 1,165 1,165 0 0.0 
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介護保険特別会計（歳出）の内訳 

（１）介護保険事業勘定                           （単位：千円） 

区分 
本年度 
予算額 

構成比(％) 

１ 介護保険総務費 120,535 3.1  

（１）総務管理費 80,679 2.1  

（２）徴 収 費 3,527 0.1  

（３）介護認定費 36,329 0.9  

２ 保険給付費 3,445,215 89.9  

（１）介護サービス等諸費 3,027,919 79.0  

（２）介護予防サービス等諸費 190,218 5.0  

（３）高額介護サービス費 68,778 1.8  

（４）高額医療合算介護サービス等費 16,037 0.4  

（５）特定入所者介護サービス等費 138,980 3.6 

  （６）その他諸費 3,283 0.1  

３ 地域支援事業費 264,220 6.9  

（１）介護予防・生活支援サービス事業費 143,599 3.7  

（２）一般介護予防事業費 5,947 0.2  

（３）包括的支援事業・任意事業費 114,674 3.0 

４ 基金積立金 100 0.0  

（１）基金積立金 100 0.0  

５ 諸支出金 2,030 0.1  

（１）償還金及び還付加算金 2,030 0.1  

６ 予備費 1,000 0.0  

（１）予備費 1,000 0.0  

合  計 3,833,100 100.00  

〇集計結果は、四捨五入しており、各項目ごとの合計が合わない場合があります。 
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Ⅳ 令和５年度事業予算 

社会福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

社会福祉協議会運営費補助事
業 

社会福祉協議会の職員人件費の補助を行う。 40,351 

社会福祉協議会マイクロバス
購入費用補助事業 

社会福祉協議会のマイクロバス購入費の補助を行う。 3,000 

民生委員協議会補助事業 民生委員・児童委員協議会に対する運営費の補助を行う。 3,056 

遺族連合会補助事業 遺族連合会に対する運営費の補助を行う。 50 

社会を明るくする運動 
社会を明るくする運動推進委員会を設置し、犯罪・非行の防
止と罪を犯した人の立ち直りを支える運動を展開していく。 

119 

避難行動要支援者対策事業 
要支援者名簿及び個別計画を作成し災害時に避難行動
要支援者が速やかに避難できるようにする。 

1,618 

民生委員推薦会運営事業 
民生委員・児童委員に適格な選出の母体となる推薦会を運営
する。 

69 

戦没者追悼式開催事業 
先の大戦において亡くなられた方々に対し、追悼の意を表し
平和を祈念する追悼式を開催する。 

311 

生活困窮者自立支援事業 
生活に困窮している方に対し、生活保護に至る前の段階で自
立に向けた支援を行うことによって、生活基盤の安定と自立
の促進を図る 

15,878 

障害者介護給付事業 

障害者の程度が一定以上の方に対し日常生活や療養で必要な
介護サービスを提供する。 
①居宅介護費                37,789 千円 

476,101 

②重度訪問介護費               2,139 千円 

③行動援護費                  218 千円 

④重度障害者等包括支援費            612 千円 

⑤短期入所費                              18,191 千円 

⑥療養介護費                              15,028 千円 

⑦生活介護費                             309,298 千円 

⑧施設入所支援費                          90,446 千円 

⑨同行援護費                               2,380 千円 

障害者訓練等給付事業 

障害者が自立して地域で暮らしていくために必要な知識や技
術を身につけられるよう支援する。 
①自立訓練費                               5,571 千円 

486,653 
②就労移行支援費                          13,652 千円 

③就労継続支援費(A 型・B 型)              311,043 千円 

④共同生活援助費                         156,080 千円 

⑤就労定着支援費                             211 千円 

⑥自立生活援助費                              96 千円 

障害者補装具給付事業 
身体障害児・者の身体上の障害を補うため義肢や補装具、車
いす、歩行器、盲人安全つえ等の補装具の購入・修理に要し
た費用を給付する。 

9,000 
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社会福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

障害児支援事業 

障害児の日常生活や集団生活に必要な訓練等を行い、発達や自立
を支援する。 
①障害児相談支援費                          9,430 千円 

259,392 

②児童発達支援                             41,592 千円 

③放課後等デイサービス                    206,654 千円 

④保育所等訪問支援                            340 千円 

⑤高額障害児通所給付費                        119 千円 

⑥医療型児童発達支援                          220 千円 

⑦小児慢性特定疾患児日常生活用具給付費        236 千円 

⑧居宅訪問型児童発達支援費                   801 千円 

地域相談支援事業 

障害者の長期入院・長期入所から円滑に地域に移行できるよう支
援する。また、適切な障害福祉サービスの利用となるよう課題解
決のための個別サービス等利用計画を作成する。 
①地域移行支援費                               144 千円 

21,525 

②地域定着支援費                                 87 千円 

③計画相談支援費                             21,294 千円 

障害者自立支援等医療事業 
心身の障害を軽減するための医療費の自己負担を軽減する。原則
利用者１割で、その負担を除いた分を支給する。 
※所得による負担上限月額設定あり 

40,202 

高額障害福祉サービス事業 

①高額障害福祉サービス等給付事業           165 千円  
同世帯に障害福祉サービスの利用者が複数いる場合等で合算
支払額が所得に応じた上限額を超えた場合に支給する。 

186 
②新高額障害福祉サービス等給付事業          21 千円 

 障害福祉サービスに相当する介護保険サービス利用の自己
負担分を償還払いして利用者負担を軽減する。 

障害者相談支援事業 
関係機関との連携により、障害者への情報提供や権利擁護に必要
な支援等を行い、地域で自立し安心した日常生活・社会生活を営
むことができるよう相談支援体制の整備を図る。 

325 

障害者成年後見制度利用支援
事業 

成年後見制度の利用を支援し障害者の権利擁護を図る。 1,471 

障害者居宅生活支援事業 

障害を持っていても地域で生活できるよう必要な日中活動を支
援する。 
①障害者意思疎通支援委託事業          1,450 千円 

13,369 
②精神障害者地域活動支援センター委託事業    2,214 千円 

③精神障害者地域活動支援センター負担金      788 千円 

④障害者移動支援事業               576 千円 

⑤障害者日中一時支援事業             3,891 千円 

⑥障害者訪問入浴サービス事業           4,450 千円 

障害者等日常生活用具給付事
業 

障害者の日常生活の便宜を図るため、障害の種別に応じた福祉用
具（特殊寝台、たん吸引器、ストマ装具等）の費用を給付する。 
※原則 1 割の自己負担あり 

15,000 

障害者就労支援事業 
障害者の社会復帰促進のため、障害者施設等に入所又は通所し自
立訓練又は就労移行支援を利用している者が訓練に必要な物品
を購入するために更生訓練費を支給する。 

38 

障害者社会参加促進事業 

障害者の社会参加を促進する。 
①レクリエーション活動等支援事業 
②芸術文化活動振興事業 
③点字・声の広報等発行事業 
④奉仕員養成研修事業(手話･朗読奉仕員)       計 1,011 千円 

障害者自動車運転免許取得費等助成            200 千円 

1,211 
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社会福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

障害者理解促進事業費 

障害のある人が日常生活を営む上で生じる「社会的障壁」をなく

し、共生社会を実現するため、市民に対して障害への理解を深め

る学習会を開催する。 

46 

自発的活動支援事業 
共生社会保実現を図るため、障害者等が自立した日常生活及び社
会生活を営むことができるよう、障害者やその家族が自発的に行
う活動を支援する。 

192 

 
特別障害者手当支給事業 

在宅の重度障碍者・児（身体及び精神）で、常時日常生活への援
助を必要としている者に手当を支給する。 
※所得制限あり 
支給額 特別障害者手当 27,980 円/月 

障害児福祉手当 15,220 円/月 

15,375 

心身障害者(児)通院等交通費
助成事業 

心身障害者(児)の治療及び機能回復訓練のために要するタクシ
ー代の一部助成を行う。自動車税の減免を受けていない者 
※対象障害要件あり 
◎月上限額 5,000 円 

920 

難病患者福祉手当支給事業 
難病患者のうち、茨城県指定難病特定医療費受給者証の交付を受
けた方に対して手当を支給する。 
◎年１回 年額 10,000 円/人 

2,600 

障害者手帳交付診断書料助成
金 

障害者手帳（身体障害者・精神障害保健福祉）の申請時に必要な
診断書料の助成を行う。 
◎対象者=市民税非課税世帯 
◎上限額=1 通につき 2,500円 

75 

地域自殺対策強化交付金事業 
自殺者数の減少を目的として、自殺の危険を示すサインに気づき
適切な対応ができる人（ゲートキーパー）を養成するための研修
会を実施する。 

46 

障害者虐待防止対策支援事業 
「結城市障害者虐待防止センター」として、虐待通報時の対応、
障害者及び養護者に対しての相談、虐待時対応のための体制整備
等を行う。 

293 

障害者差別解消推進事業費 
障害者差別解消法に基づく対応要領により、本市新規採用職員研
修を行う。また、障害差別に関する相談窓口として、障害児者等
からの相談に応じ、解消に向けた支援を行う。 

167 

障害者福祉センター運営管理
経費 

障害者福祉センターの指定管理者運営管理経費及び市直接経費 1,990 

在宅障害児福祉手当支給事業 

在宅で 20 歳未満の身体障害者手帳・療育手帳・精神保健福祉手
帳を所持する児童のうち、一定以上の障害程度を有する児童の保
護者に手当を支給する。 
※障害児福祉手当受給者は除外  ◎月額 3,000 円 

3,600 

特別児童扶養手当交付事務経
費 

特別児童扶養手当に係る事務経費 135 

軽度・中等度難聴児補聴器購
入助成金 

軽度・中等度の難聴児へ早期に補聴器利用を行うことで健全な発
達を支援する。 

148 
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社会福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

生活保護適正実施事業 
生活保護事務の適正化を推進する。 
診療報酬明細書点検、被保護者健康管理支援事業の実施等 

1,681 

生活保護事業 

生活に困窮する者に対し、最低生活の保障と自立の促進を図る。 
生活扶助費                     240,409 千円 
住宅扶助費                       96,492 千円 
教育扶助費                       1,860 千円 
医療扶助費                      379,200 千円 
出産扶助費                       1,084 千円 
生業扶助費                         953 千円 
葬祭扶助費                       3,710 千円 
介護扶助費                       18,110 千円 
施設事務費                       14,520 千円 
就労自立給付金                            250 千円 
進学準備給付金                            100 千円 
日常生活支援委託事務費                  1,697 千円 

758,385 

中国残留邦人生活支援給付事
業 

中国残留邦人等支援法に基づき、中国残留邦人等に対する支援策
を実施する。 
生活支援給付費                           865 千円 
住宅支援給付費                           453 千円 
医療支援給付費                                2,700 千円 
介護支援給付費                                  240 千円 
葬祭支援給付費                                  183 千円 

4,441 

災害救助費 罹災者に対する結城市災害救助条例に基づく見舞金 425 
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子ども福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

いばらき出会いサポートセン
ター運営費負担金 

いばらき出会いサポートセンター運営費負担金 68 

保育連絡会補助事業 結城市保育連絡会の行う研修事業に対する補助を行う。 144 

子ども家庭総合支援拠点運営
事業 

家庭での健全な児童養育、その他、児童の福祉向上のため家
庭相談員による相談や指導を行う。 

7,750 

要保護児童対策事業 

児童虐待をはじめとする困難事例への対応を行う関係機関の
連携及び必要な情報の共有化を推進し、要保護児童の適切な
保護並びに要支援児童及び特定妊婦への適切な支援を図るた
め、結城市要保護児童対策地域協議会を運営する。 

309 

児童手当支給事業 

中学校修了前の子どもを養育している者に対し、児童手当を
支給する。（所得制限有） 
◎３歳未満  一律 15,000 円 
◎３歳以上小学校終了前 10,000円(第3子以降は15,000円) 
◎中学生   一律 10,000 円 
＊児童を養育している方の所得が所得制限限度額以上、所得
上限限度額未満の場合は、特例給付として月額一律 5,000
円を支給する。 

757,740 

施設型給付事業(民生費) 

入所申込み児童を市が確認した特定保育施設に委託し、その
保育に係る運営費を支給する。（子ども・子育て支援法により） 

・結城明照保育園・みくに保育園・かなくぼ保育園・結城
ふたば保育園・つくば保育園・たま保育園・結城あすなろ
保育園・玉岡尭舜認定こども園（保育部分）・その他（市外
公立、私立特定保育施設） 

988,116 

民間保育所補助事業 

市内特定保育施設に対し、運営費等の一部を助成する。 
・民間保育所運営費補助金 １人当たり 150 円/月 
・民間保育所等乳児等保育事業補助金 

1 歳児１人当たり 5,000 円/月 
・保育所地域活動事業補助金 

世代間交流事業、異年齢児交流事業 
園児割 １人当たり 200 円×事業数 
施設割 １園当たり 40,000 円 

・障害児保育事業補助金 
重度障害児 １人当たり 75,400 円/月 
軽度障害児  １人当たり 18,000 円/月 

・保育体制強化事業 
保育士の負担を軽減するため、保育施設の清掃や給食の配
膳など周辺業務を行う保育士の資格を持たない保育支援者
の配置に要する費用を補助する。 
保育補助者雇上強化事業補助金 
保育士の負担を軽減するため、保育士と共同で保育を行う
保育士の資格を持たない短時間勤務の保育補助者の雇い上
げに必要な費用を補助する。 

・保育所等安全対策事業補助金 
睡眠中の事故防止対策に必要な備品等の購入費を補助す
る。 

・保育所等業務効率化推進事業補助金 
保育士の業務負担軽減のため、業務の ICT 化に係る費用を
補助する。 

49,076 
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子ども福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

保育士人材確保事業 
市内保育所等に就職した保育士への祝金支給、家賃補助、潜
在保育士への研修会等を実施し保育士の確保を図る。 

1,390 

斜視・弱視児用矯正眼鏡購入
等助成事業 

斜視・弱視で義務教育を受けている９歳以上の者に眼鏡やコ
ンタクトレンズの購入及び修理に要した費用を助成する。 
眼鏡等の購入及び修理に要した費用の 1/2 
上限 20,000 円 

200 

ママパパ子育て応援事業 
０歳から３歳未満の乳幼児を保育している保護者の心身のリ
フレッシュのため一時預かり事業の利用券を交付する。 
一時預かり保育サービス利用券（１時間分×２４枚）を交付 

4,205 

子育て世帯すこやか祝金支給
事業 

１歳と３歳の誕生日を迎える児童を養育している方に子育て
世帯すこやか祝金を支給し、子育て世帯を支援する。 
支給額 子ども一人当たり３万円 

18,979 

児童扶養手当支給事業 

父母の離婚等により、父又は母と生計を共にしていない児童
を養育している父又は母及び養育している者に対し支給する
(所得制限有）。 
全部支給  44,140 円 
一部支給  44,130 円～10,410 円 
第２子加算 10,410 円～ 5,210 円 
第３子加算  6,240 円～ 3,130 円 

188,119 

地域子育て支援事業(民生費) 

・病児保育事業 
児童が病気で、かつ、集団保育が困難な期間において、病
院に付設された専用スペースでの保育を実施する。 

・ファミリーサポートセンター事業  
結城市社会福祉協議会に委託し、協力会員と利用会員をコ
ーディネーターが調整し子育ての相互支援を行う。 
利用料金１時間 600 円  

700 円(祝祭日、土日、早朝、夜間) 
・延長保育事業 

保育標準時間（11 時間）又は保育短時間(8 時間）認定児童
を認定された時間を超えて保育を実施している保育所等に
補助する。 
民間保育所４箇所、認定こども園１箇所 

・病児保育事業（体調不良児対応型） 
 児童が保育中に微熱を出すなど「体調不良」となった場合
において、保育所等に看護師等を配置することにより、緊
急的な対応を図る。 

 みくに保育園、たま保育園 
・地域子育て支援センター事業  

子育て家庭等に対する育児不安等についての相談指導、子
育てサークル等への支援などを実施している民間子育て支
援センターを設置しているものへ補助する。 
つくば子育て支援センター 

・一時預かり保育促進事業 
保護者の急病や入院・育児疲れ等に伴う一時的な保育を実
施している保育所へ補助する。 
みくに保育園、結城ふたば保育園、たま保育園、 
かなくぼ保育園 

・子育て短期支援事業 
一時的に家庭での養育が困難になった児童に必要な養育を 
実施する。 
乳児院 1 箇所、児童養護施設 3 か所 

45,888 

母子家庭等高等職業訓練促進
給付事業 

母子家庭の母又は父子家庭の父が経済的な自立に効果的な資
格を取得するため給付金を支給する。 

6,176 
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子ども福祉課 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

公立保育所運営事業 公立保育所（城西、山川、上山川）で児童を保育する。 72,160 

子育て広場推進事業 
子育て中の親子が相互交流を行える常設ひろばで開設する団
体に補助をする。 

1,130 

地域子育て支援センター運営
事業 

子育て拠点施設である市子育て支援センターを運営する。 7,172 

放課後児童健全育成事業（放
課後児童クラブ） 

小学校の留守家庭児童を対象に学童保育を実施する。 
結城小（3 学童)、結城西小（3 学童）、城南小、城西小、江川
北小、絹川小、上山川小、山川小、江川南小 

100,803 

地域子育て支援事業(教育費) 

・幼児教育支援事業 
地域交流事業を実施する幼稚園に補助する。 

・一時預かり事業 
通常教育時間以外の在園児の預かりを実施する施設型給付
を受ける幼稚園及び認定こども園に対し補助をする。 

1,835 

施設型給付事業費(教育費) 

市が確認した特定教育施設で児童を教育するための運営費を
支給する。（子ども・子育て支援法により） 
・つくば幼稚園 
・富士見幼稚園 
・結城ひかり幼稚園 
・玉岡尭舜認定こども園（教育部分） 
・その他（市外私立特定教育施設） 

259,894 

放課後子ども教室推進事業 
放課後に児童の安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域
の方々の参画を得て、体験活動を推進する。 
結城小、結城西小、絹川小、結城特別支援学校 

2,041 
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介護福祉課（一般会計） 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

養護老人ホーム措置事業 
居宅において生活することが困難な状態にある高齢者に対し
老人福祉法第 5 条の 4 及び同法第 11 条に規定する措置を行
う。 

45,612  

シルバー人材センター運営事
業 

シルバー人材センターに管理費及び事業費に対する補助を行
う。 

7,480  

ひとり暮らし高齢者等緊急通
報システム整備事業 

ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯（どちらか一方が要介護
４以上）が急病等の際に 24 時間対応のコールセンターに通報
できる緊急通報装置を設置し、日常生活の不安の解消を図る。
なお、利用者の所得に応じ、利用者負担額がある。 

3,848  

ひとり暮らし老人愛の定期便
事業 

ひとり暮らし高齢者の安否確認、孤独感の解消を図るため乳
酸飲料の配達を行う。 

1,779 

敬老祝金事業 

米寿（88 歳）・百寿（100 歳）の誕生日を迎える高齢者に対し、
敬老祝金を贈り、長寿を祝う。 
・88 歳 (米寿)  金券    5,000 円 
・100 歳（百寿） 祝い金  10,000 円＋花束＋ほう状 

2,132 

ねたきり老人等福祉手当支給
事業 

満 70 歳以上の在宅で介護を受ける要介護４・５認定のねたき
り高齢者（３ヶ月以上）及び認知症高齢者に支給する。 
月額  3,000 円 

1,800  

高齢者地域支援体制整備事業 
(ふれあい相談) 

高齢者等が日常生活で抱える各種の問題に対し、相談員によ
る適切な助言や指導を行う。 
・法律相談   毎月第２・４金曜日（要予約） 

487  

老人クラブ関係補助事業 
老人クラブ活動への支援事業として補助を行う。 
・老人クラブ補助金 
・老人クラブ連合会補助金 

1,456  

施設運営管理事業（生きがい
ふれあいセンター） 

高齢者等にふれあいの場を提供し、生きがい活動、健康増進
及び介護予防を推進する。 

5,683  

高齢者の保健事業と介護予防
等の一体的実施事業費 

国保データベースシステム等を活用し、地域の健康課題を分
析し、分析結果に基づいた保健事業と介護予防事業を一体的
に実施していく。 

885 

高齢者移動支援事業 
高齢者の移動手段確保のための実証実験として、市がタクシ
ーを高齢者移動支援用として借上げ、定額で利用できるサー
ビスを実施する。 

3,498 

高齢者世帯ケーブルテレビ接
続支援事業 

70 歳以上の高齢者世帯に対し、災害時等の地域情報をいち早
く得られる環境整備を支援する。 
・補助対象者  ケーブルテレビ（株） 

1,848 

介護保険サービス社会福祉法
人等減免助成事業 

社会福祉法人等が、特に生計の困難な利用者に対して、利用
促進及び経済的負担の軽減を目的として、当該法人が提供す
る対象サービスの利用者負担の 1 割負担分、食費及び居住費
（滞在費）の利用者負担分の 25％を減免する。 

75 
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介護福祉課（特別会計） 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

基準型訪問・通所介護予防事
業 

介護予防訪問介護、介護予防通所介護に相当するサービスを

実施する。 

・訪問型サービス（訪問介護員による身体介護、生活援助） 
・通所型サービス（食事、入浴、生活機能の向上のための機能
訓練） 

126,917 

緩和基準型訪問介護予防事業 

介護予防訪問介護相当の人員基準等を緩和したサービスを実

施する。 

・訪問型サービス 
（訪問介護員等による身体介護を除いた、生活援助、見守
り援助） 

1,438 

短期集中型通所介護予防事業 
要支援１又は２に該当する方、もしくは基本チェックリスト
により生活機能の低下がみられると判断された方に対して、
生活機能向上に向けた短期間のプログラムを実施する。 

981 

高額介護予防・生活支援サー
ビス事業 

介護予防・生活支援サービス事業利用者がサービスを利用し
て、自己負担額が一定額を超えた場合、その超えた分に対し
て支給を行う。 

240 

高額医療合算介護予防・生活
支援サービス事業 

介護予防・生活支援サービス事業利用者世帯において、医療
及び介護サービスの自己負担が高額となった場合に、一定の
上限額を超える部分について支給を行う。 

100 

介護予防ケアマネジメント事
業 

地域包括支援センター等が、総合事業利用者に対しサービス
を適正に提供できる為に作成したケアプランについて作成費
用を支払う。 

13,264 

健康教育事業 
介護予防講演会、健康づくり教室、認知症予防教室、運動機
能向上教室、老人クラブ健康相談、生きがい講座を実施し、
高齢者の健康づくりと介護予防の促進を図る。 

5,141 

地域介護予防活動支援事業 

介護予防サポーター、シルバーリハビリ体操指導士の育成を
行うことにより、高齢者サロンなどの住民相互による地域に
根差した介護予防に資する多様な地域活動の支援を実施す
る。 

308 

地域リハビリテーション活動
支援事業 

地域における介護予防の取り組みを機能強化するために、通所
サービス、訪問サービス、地域ケア会議、住民運営の通いの場
等へのリハビリテーション専門職の関与を促進する。 

498 

総合相談事業 

高齢者及びその家族の様々な相談窓口として、地域包括支援
センターの専門職（保健師・社会福祉士・主任介護支援専門
員）が対応し、必要に応じて適切な機関、制度やサービスに
つなぎ、総合的に支援を行う。 

63,000 

権利擁護事業 

高齢者虐待に関する相談、連絡、通報等を行い、関係機関と
の連携体制の強化、虐待防止に向けた啓発活動を行う。高齢
者の生活権利を守るため、成年後見制度や日常生活自立支援
事業の利用を促進する。 

152 

包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援事業 

個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネ

ジメントを介護支援専門員が実践できるよう、介護支援専門員

への後方支援を行う。※地域包括支援センターの委託により、

委託先が実施する。 

0 

在宅医療・介護連携推進事業 

高齢者が住み慣れた地域で、最期まで自分らしく暮らし続け
られるよう医療と介護を一体的に提供する体制整備を図る。
（在宅での医療等の相談窓口として、在宅ケア相談センター
を委託する。） 

6,902 
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介護福祉課（特別会計） 

事業名 事業の概要 
予算額 
（千円） 

生活支援体制整備事業 

多様な主体と連携しながら、日常生活上の支援体制の充実・

強化及び高齢者の社会参加の推進に向け、生活支援、介護予

防の基盤整備を図る。 
（協議体の活動支援、生活支援コーディネーター配置。） 

6,622 

認知症初期集中支援推進事業 
認知症が疑われる高齢者等に対して、必要な医療や介護の導
入・調整、家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行
うために、多職種の専門職チームによる活動を実施する。 

153 

認知症地域支援・ケア向上事
業 

認知症の方が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる
よう、関係機関との連携体制の構築や、高齢者やその家族等
への相談支援を行う。 

139 

地域ケア会議推進事業 

支援が必要な高齢者等への適切な支援を行うため、多様な関

係者でケースを検討することによって共有された地域課題を

地域づくりや政策形成につなげる。 

・地域ケア推進会議の開催 
・地域ケア会議の支援 

103 

家族介護支援事業 

・高齢者を在宅で介護している方のリフレッシュを図るた

め、家族介護者交流会を実施する。 

・ねたきり高齢者等を介護している方の経済的負担を軽減す

るため、介護用品購入費を助成する。 
・認知症高齢者の見守り体制の構築を目的とした、認知症に
関する普及啓発活動を実施する。 

903 

介護給付等費用適正化事業 

・介護保険サービス受給者に対し、利用したサービス内容及

び費用を通知する。 
・市内居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対し、面談形
式によるケアプラン点検を実施する。 

636 

成年後見制度利用支援事業 
判断能力が十分でない高齢者の権利擁護を図るため、成年後
見制度の利用に伴い、補助を受けないと利用が困難な方へ必
要経費を助成する。 

2,077 

地域自立生活支援事業 

高齢者の食の自立と生活の質の確保を図るため、調理が困難

な高齢者に配食サービスを提供し、栄養管理及び安否確認を

実施する。 

4,210 
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Ⅴ 各種社会福祉制度 

１ 障害者（児）福祉 
 （社会福祉課 障害福祉係・障害者支援係 TEL34-0438 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

<手帳交付>  

●障害者手帳交付 

手帳を所持することにより各種サービスを受けることができます。 
 
〇身体障害者手帳 

 身体に永続的な障害がある方に交付（市） 
〇療育手帳 

 児童相談所等で知的障害者と判定された方に交付（県） 
〇精神障害者保健福祉手帳 

 精神疾患を有し日常生活に支障のある方に交付（県） 

<自立支援給付>  

●訪問系サービス 

障害者等（障害者、障害児、難病（対象疾患のみ））の自宅を訪問して在宅
生活を支援するサービスです。 
 
〇居宅介護 ※障害支援区分認定要す 

自宅で入浴、排せつ、食事等の介護や調理、掃除等の家事並びに生活等
に関する相談、助言その他生活全般に渡る援助を行います。 

〇重度訪問介護 ※障害支援区分認定要す 
重度の障害（肢体不自由・知的・精神障害）があり常に介護が必要な方
に対し、自宅で入浴、排せつ、食事等の介護や調理、掃除等の家事並び
に生活等に関する相談、助言その他の生活全般に渡る援助や外出時の移
動中の介護を行います。また、見守り等の支援も含みます。 

〇同行援護 ※障害支援区分認定要す 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する方に対し、移動に必要な情
報の提供（代筆・代読含む）、移動の援護、排せつ及び食事の介護、その
他必要な援助を行います。 

〇行動援護 ※障害支援区分認定要す 
知的障害又は精神障害により行動上著しい困難があり、常に介護が必要
な人に対し行動する際に生じる危険回避のための援助や外出の移動中
の介護、排せつ及び食事等の介助等を行う。 

〇重度障害者等包括支援 ※障害支援区分認定要す 
寝たきり状態など重度の障害のある方に対し、居宅介護等の訪問系サー
ビスや生活介護等の通所系サービスを組み合わせて、包括的に提供しま
す。 

●日中活動系サービス 

施設で昼間の活動を支援するサービスです。 
 
〇生活介護 ※障害支援区分認定要す 

常に介護が必要な障害者の方に、日中、施設で食事や入浴、排せつの介
助などを行うとともに、創作的活動や生産活動の機会を提供します。 

〇自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
入所施設・病院を退所・退院した方や特別支援学校を卒業した方など地
域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上訓練が必要な障害
者等の方に、一定期間の訓練を行います｡ 

〇就労移行支援 
一般企業への就職を希望する 65 歳未満の障害者の方に対し、一定期間
就労に必要な訓練を行います。 

〇就労継続支援（Ａ型＝雇用型、Ｂ型） 
一般企業での就労が困難な方に、就労や生産活動の機会を提供するとと
もに、一般就労に必要な知識、能力が高まった方に対し一般就労等の移
行に向けて支援します。 

 Ａ型＝65 歳未満 
〇就労定着支援 

就労移行支援等を利用し一般就労した人との相談を通じて、生活課題の
把握･解決や企業、関係機関等との連絡調整など支援。 
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１ 障害者（児）福祉 
 （社会福祉課 障害福祉係・障害者支援係 TEL34-0438 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

●日中活動系サービス 

〇自立生活援助 
施設やＧＨ等から一人暮らしに移行した者へ定期的な訪問、随時対応を
行って地域生活を支援する。 

〇療養介護 ※障害支援区分認定要す 
常に介護を必要とする障害者の方のうち、長期の入院を必要とする方
に、医療機関での機能訓練、療養上の管理、看護および日常生活上の介
護を行います。 

〇短期入所 ※障害支援区分認定要す 
介護者が、病気などの理由により介護することが困難になった場合に、
短期間、施設に入所していただき入浴、排泄及び食事、その他の必要な
支援を行います。 

●居住系サービス 

入所施設やグループホームなどの夜間のサービスです。 
 
〇施設入所支援 ※障害支援区分認定要す 

施設に入所している障害者の方（夜間に介護が必要な方、入所しながら
訓練等を実施することが必要な方、通所が困難な自立訓練を利用又は就
労移行支援を利用している方）に対して、夜間における入浴、排せつ等
の介護や日常生活上の相談支援等を行います。 

〇共同生活援助（グループホーム）※一部障害支援区分認定要す 
地域で共同生活を営むのに支障のない障害者の方（就労し又は就労継続
支援等の日中活動等を利用している方）に対し、主として夜間において、
共同生活を営む住居において相談、その他の日常生活所上の援助を行い
ます。 

●相談支援給付 

障害のある方や家族の相談に応じるとともに、関係機関と連携し調整を図
る等必要な支援を行います。 
 
〇計画相談支援 

障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決や適切なサー
ビス利用のためにサービス等利用計画案及び計画作成や見直しを行い
ます。 

〇地域移行支援 
入所施設や精神科病院等からの退所・退院にあたって、関係機関と連携
し地域移行に向けた支援を行います。 

〇地域定着支援 
入所施設や精神科病院から退所・退院した方、家族との同居から一人暮
らしに移行した方、地域生活が不安定な方に対し地域生活を継続するた
めに支援を行います。 

●補装具費の支給 
身体障害者手帳所持している方及び難病患者の方に、身体上の障害を補う
ための用具（補装具）の購入又は修理に必要な費用を支給します。 
※助成金額に上限有 

●自立支援医療の給付 

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を
軽減します｡※所得制限有 
 
〇更生医療 

対象者：身体障害者手帳を所持している 18 歳以上の方 
〇育成医療 

身体に障害のある児童（18 歳未満）、またはその恐れのある児童が、早
い時期に手術等の治療を行うことにより、障害の軽減を図り、生活能力
が得られる医療を受けた場合に、医療費の自己負担額を軽減します。 

〇精神通院医療 ※実施主体（県） 
精神疾患で通院されている方が、安定して治療を受けることができるよ
うに、医療機関や薬局の窓口で支払う医療費の一部を公費負担します。 
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１ 障害者（児）福祉 
 （社会福祉課 障害福祉係・障害者支援係 TEL34-0438 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

<地域生活支援事業>  

●成年後見制度利用支援事業 
判断能力が十分でないために、日常生活を営むのに支障のある知的障害者
及び精神障害者の財産管理や日常生活等での契約を行う際に、不利益を被
らないように支援する成年後見制度の利用を支援します。 

●意思疎通支援事業 
意思の伝達に支援が必要な障害者等に対して、手話通訳者や要約筆記者を
派遣します。 

●日常生活用具給付事業 
重度の在宅障害者・児（身体・知的・精神・難病等）に、自立した日常生
活を支援する用具の費用の全部又は一部を支給又は貸与します。 

●小児慢性特定疾病児童日常生
活用具給付事業 

在宅の小児慢性特定疾病児童に対して、特殊寝台等の日常生活用具の費用
の全部又は一部を支給します。 

●移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害のある人に、社会生活上必要不可欠な外出及び
余暇活動等の社会参加のための外出の際に移動を支援します。 

●日中一時支援事業 
日中、障害者(児)を一時的に預かることで、家族の就労支援及び家族の一
時的な休息のための支援を行います。 

●訪問入浴サービス事業 
自宅で入浴することができない重度の身体障害のある人に対して、自宅に
入浴車を派遣し、訪問入浴サービスを提供します。 

●地域活動支援センター 
障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むために、通所による創作活
動、生活活動の機会の提供、社会との交流促進、その他の支援を行います。 

●障害者更生訓練費の支給 
自立訓練施設や更生援護施設等に入所又は通所し自立訓練や就労移行支
援を利用している生活保護又はこれに準じる低所得者の人に、訓練に必要
な物品の購入費用を支給して障害者の社会復帰を促進します。 
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１ 障害者（児）福祉 
 （社会福祉課 障害福祉係・障害者支援係 TEL34-0438 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

<障害児支援> ＜障害児通所支援サービス＞ 

●障害児支援事業 

〇児童発達支援 
療育が必要な未就学児に対し、通所により、日常生活の基本的動作の指
導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、その他必要な支援を行い
ます。 

〇放課後等デイサービス 
支援が必要な就学児に対し、授業の終了後や学校の休業日に、通所によ
り、生活能力向上の訓練、社会との交流促進、その他必要な支援を行い
ます。 

〇保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団生活へ
の適応のための専門的な支援やその他必要な支援を行います。 

〇高額障害児通所給付 
サービス利用者が複数いる世帯等への給付を行います。 

〇医療型児童発達支援 
肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が
必要な障害児に対し、児童発達支援及び治療を行います。 

〇障害児相談支援 
障害児の自立した生活を支え、障害者児の抱える課題の解決や適切なサ
ービス利用に向けての支援を行います。 

〇居宅訪問型児童発達支援 
重度の障害の状態にあり外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問し、児
童発達支援を行います。 

●障害者相談支援事業 

障害のある方や家族の相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービス
の利用支援、権利擁護のために必要な援助を行います。また、事業を効果
的に実施するため結城市地域自立支援協議会（専門部会）を設置運営し、
関係機関の連携強化、社会資源の充実等を推進します。 

<各種手当等>  

●特別障害者手当 

精神又は身体に著しく重度の障害があるため、日常生活において常時特別
の介護を要する状態にある在宅の 20 歳以上の方に支給します。※所得制
限有 
〔支給額〕 月額 27,980円 

●障害児福祉手当 
20 歳未満で精神又は身体に重度の障害があるため、日常生活において常時
介護を要する状態にある在宅の方に支給します。※所得制限有 
〔支給額〕 月額 15,220円 

●在宅障害児福祉手当 
20 歳未満で精神又は身体に重度の障害があるため、日常生活において常時
介護を要する状態にある児童を介護している保護者に支給します。 
※障害児福祉手当受給者を除く 〔支給額〕 月額 3,000 円 

●特別児童扶養手当 

20 歳未満で、精神又は身体に障害がある児童を家庭で監護、養育している
保護者に支給されます。※所得制限有 
〔支給額〕 月額 1 級：53,700 円、2 級：35,760 円（R5.4.～） 
※実施主体（県）" 

●心身障害者扶養共済制度 
心身障害者（児）を扶養されている方が毎月一定の掛金を納付することに
より、万一の場合に障害者（児）に一定の年金が支給されます。 
※実施主体（県） 

●難病患者福祉手当 
難病患者のうち茨城県指定難病特定医療費受給者証の交付を受けた方に
支給します｡ 
〔支給額〕 年額 10,000 円 
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１ 障害者（児）福祉 
 （社会福祉課 障害福祉係・障害者支援係 TEL34-0438 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

<各種助成等>  

●障害者手帳交付診断書料助成 
身体障害者手帳交付及び精神保健福祉手帳を交付申請した際に必要な診
断書作成料の助成をします。 

●心身障害者（児）通院等交通費
補助金 

心身障害者（児）が通院等に要するタクシー代について助成します。※自
動車税の減免申請者を除く 

●軽度・中等度難聴児補聴器助
成 

軽度・中等度の難聴児に対し補聴器の購入に際し、購入代金の一部を助成
します。 

●精神障害者社会復帰施設通所
等助成 

精神障害者が日常生活の自立及び社会生活の自立のため、精神障害者地域
活動支援センター等に通所する際の交通費を助成します。 

●公共料金の免除等 
所得税・住民税の控除、自動車税・自動車取得税の減免、ＪＲ等の運賃割
引、ＮＨＫ放送受信料の減免、有料道路通行料金の割引等があります。 
※各種要件あり 

●車いす、特殊寝台の貸与 
日常生活に支障のある障害者(児)等に車いす、特殊寝台を貸与します。  
※介護保険優先 

●いばらき身障者等用駐車場利
用証制度 

障害者、高齢者、難病患者及び妊産婦の方などが、ショッピングセンター
や公共施設にある身障者等用駐車場を利用しやすくするため、利用証を発
行します。 

 
 

２ 公的扶助福祉 
 （社会福祉課 社会福祉係 TEL45-4858 FAX33-6628） 

サービスの種類 内  容 

●生活保護費の支給 
最低限度の生活を営む権利を保障するため、困窮の程度により必要な保護
を行います。 

●生活困窮者自立相談支援事業 
生活保護に至る前の自立支援策の強化を図ることなどを目的とし、相談支
援員が必要な援助を行います。 

●住居確保給付金の支給 

離職、自営業の廃止から２年以内又はやむを得ない休業等により離職や廃
業と同程度の状況になり経済的に困窮し、住宅を喪失した者又は住居を喪
失するおそれのある者に対し、家賃相当分の住居確保給付金を支給するこ
とにより、これらの者の住居及び就労機会等の確保に向けた支援を行いま
す。 

●子どもの学習支援事業 
生活保護受給世帯及び生活困窮家庭の子どもに対して、学習支援・進路相
談を実施します。 

●就労準備支援事業 
直ちに一般就労への移行が困難な生活困窮者に対して、一般就労に従事す
る準備としての基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援します。 

●家計改善支援事業 
多重債務、各種滞納、家計管理ができない等、問題のある世帯を家計簿の

つけ方や支出管理を支援し、安定した生活を送れるようにします。 
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３ 児童・母子父子福祉 
（子ども福祉課子育て支援係・相談支援係・保育係 TEL34-0427、54－7020、54-7003 FAX49-6718） 

サービスの種類 内  容 

●子ども家庭総合支援拠点の運
営 

家庭での健全な児童養育、その他、児童の福祉向上のため家庭相談員によ
る相談や指導を行います。 

●家庭児童相談室の運営 
児童（0～18 才）の健やかな成長をはかるための家庭におけるさまざまな
相談や女性相談（ＤＶ等）に応じます。 

●ファミリーサポートセンター
事業 

協力会員が利用会員に対し、有償で子育て等の在宅福祉サービスを提供し
ます。 

●児童手当の支給 
児童を養育している方に、家庭における生活の安定に寄与するとともに、
次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上のために手当を支給
します。 

●保育所への入所 
保護者が仕事や病気等で、子どもを家庭で保育できないときに、毎日一定
の時間保護者にかわって保育します。 

●病児保育事業 
保護者が就労している場合等において、児童が病気等で自宅での養育及び
集団保育が困難な期間、病院に付設された専用スペースで児童を保育しま
す。 

●子育て短期支援事業 
保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一
時的に困難になった場合に、乳児院や児童養護施設等において、児童に必
要な養育・保護を行います。 

●斜視・弱視児用矯正眼鏡購入
等助成 

斜視・弱視で義務教育を受けている９歳以上の者に、眼鏡等の購入及び修
理に要した費用を助成します。 

●児童扶養手当の支給 
父母の離婚等により、父又は母と生計を共にしていない子どもを養育して
いるひとり親家庭に支給します。 

●母子家庭等高等職業訓練促進
給付事業 

母子家庭の母又は父子家庭の父が経済的な自立に効果的な資格を取得す
るため給付金を支給します。 

●子育て支援センター事業 
育児の不安、負担感、孤立感を解消するため、就学前の未就園児とその保
護者を対象に相談、交流を行います。 

●園庭の開放 公立保育所において園庭を開放し、相談、交流を行います。 

●母子・父子・寡婦に関する相談 母子・父子・寡婦に関する相談に対応します。 

●放課後児童健全育成事業（放
課後児童クラブ） 

昼間保護者のいない小学校の児童に対し、下校後等に、家庭生活及び社会
生活において必要な生活習慣、適切な遊び及び生活の場を提供します。 

●放課後子ども教室推進事業 放課後等に学校で地域の方々の参画を得て、体験活動を実施します。 

●ママパパ子育て応援事業 
０歳から３歳未満の乳幼児を保育している保護者の心身のリフレッシュ
のため一時預かり事業の利用券を交付します。 

●子育て世帯すこやか祝金支給
事業 

１歳と３歳の誕生日を迎える児童を養育している方に子育て世帯すこや
か祝金を支給し、子育て世帯を支援します。 

●「いばらき Kids Club」カード
の配付  

妊娠中の方、18 歳未満のお子さんのいる世帯にいばらき子育て家庭優待制
度を利用できるカードを配付します。 

●小児医療費の助成（担当：保険
年金課） 

小児の保険診療の自己負担分を公費で助成します。 

●母子家庭等の医療費の助成
（担当：保険年金課） 

母子（父子）家庭の保険診療の自己負担分を公費で助成します。 
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４ 高齢者福祉 
 （介護福祉課 長寿支援係 TEL45-6672 FAX20-8767） 

サービスの種類 内  容 

●ひとり暮らし高齢者等登録事
業 

65 歳以上のひとり暮らし高齢者及び高齢者のみ世帯、ねたきりや認知症の
状態にある高齢者を定期的に訪問し、安否確認を行うとともに、緊急時に
迅速な対応を行います。 

●ふれあい配食サービス事業 
調理が困難な 65 歳以上のひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の方に
対し、栄養バランスのとれた昼食を配達することにより、高齢者の食生活
の改善や健康保持を図るとともに安否確認を行います。 

●ひとり暮らし高齢者等緊急通
報システム事業 

ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯（どちらか一方が要介護４以上）が急
病等の際に 24 時間対応のコールセンターに通報できる緊急通報装置を設
置し、日常生活の不安の解消を図る。 

●愛の定期便事業 
ひとり暮らし高齢者を対象に、安否確認と孤独感の解消を図るため、週１
回乳酸飲料を配達します。 

●生活管理指導短期宿泊事業 
おおむね 65 歳以上の在宅の高齢者で、基本的生活習慣が欠如している者
や対人関係が成立しない者等を短期間施設で宿泊させ、生活習慣等の指導
を行い体調の調整を図ります。 

●高齢者地域支援体制整備事業 
（ふれあい相談） 

高齢者などの悩みごとや心配ごとについて、弁護士による適切な助言・提
言を行い、不安解消を図ります。 

●養護老人ホーム措置事業 
65 歳以上の高齢者で、環境上の理由や経済的理由のため自宅での生活が困
難な高齢者を対象に養護老人ホームの施設入所を行います。 

●介護教室開催事業 介護知識や技術などの講習会を開催します。 

●家族介護者交流事業 介護者同士の交流会を通して、元気回復（リフレッシュ）を図ります。 

●ねたきり老人等福祉手当支給
事業 

在宅でねたきり(要介護４・５）や認知症(認知症高齢者自立度Ⅲa 以上)の
状態が３カ月以上経過した 70 歳以上の高齢者に月額 3,000 円を支給し、
家族の経済的負担軽減を図ります。（入院・入所者を除く） 

●ねたきり老人等介護用品購入
助成事業 

在宅で介護を受ける要介護４・５の 65 歳以上の高齢者で市民税非課税世
帯に属する方に介護用品購入助成券（1 カ月 5,000 円分）を交付し、家族
の経済的負担軽減を図ります。 

●高齢者移動支援事業 
高齢者の移動手段確保のための実証実験として、市がタクシーを高齢者移
動支援用として借上げ、定額で利用できるサービスを実施します。 

●高齢者世帯ケーブルテレビ接
続支援事業 

70 歳以上の高齢者世帯に対し、災害時等の地域情報をいち早く得られる環
境整備を支援します。 
・補助対象者  ケーブルテレビ（株） 

●「いばらきシニアカード」の配
布 

65 歳以上の高齢者の方にいばらき高齢者優待制度を利用できるカードを
配布します。 

●訪問型サービス 訪問介護員が自宅を訪問して、身体介護や日常生活の家事援助をします。 

●通所型サービス 
デイサービスセンターで食事や入浴、機能訓練などのサービスが受けられ
ます。 
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４ 高齢者福祉 
 （介護福祉課 長寿支援係 TEL45-6672 FAX20-8767） 

サービスの種類 内  容 

●生活機能向上リハビリ教室
（生活楽々塾） 

要支援１、２又は総合事業対象者に該当する方に対して、生活機能向上に
向けた短期間のプログラムを実施します。 

●運動機能向上教室（はつらつ
教室） 

65 歳以上の方を対象に運動機能向上、口腔機能向上プログラム等をとおし
て、参加者の運動機能の維持・向上を目指した教室を開催します。 

●介護予防講演会 
65 歳以上の方を対象に、高齢者の健康増進及び介護予防に関する知識の普
及・啓発を図るための講演会を開催します。 

●老人クラブ健康相談 
65 歳以上の方を対象に、健康チェック（血圧測定、尿検査）及び健康相談
を実施。また、介護予防を目的とした講話をクラブ単位で開催します。 

●市民参加型健康づくり教室 
65 歳以上の方を対象に、住民が住民を教え育てるという理念のシルバーリ
ハビリ体操を活用し、市民が指導士となり、介護予防及び健康増進を図る
教室を開催します。 

●筋力向上健康づくり教室 
65 歳以上の方を対象に、運動機能向上プログラムを実施することで健康の
維持増進を図る教室を開催します。 

●認知症予防教室 65 歳以上の方を対象に、認知症に対する知識を身につけ、日常生活におい

て認知症予防に取り組むようになることを目的とする教室を開催します。 

●男性向け健康づくり教室 
65 歳以上の男性を対象に、運動機能向上プログラムを実施することで健康
の維持増進を図る教室を開催します。 

●介護予防サポーター育成 
地域での介護予防活動が展開できるよう、介護予防サポーターのスキルア
ップを目的とした研修会を開催します。 

●高齢者の生きがいと健康づく
り推進事業 

豊かな経験と知識技能をもっている高齢者の力を生かしながら（おおむね
60 歳以上の方を対象）、生きがいづくり及び健康づくり事業を実施し、社
会的孤立感の解消及び自立支援を推進します。 

●地域リハビリテーション活動
支援事業 

地域における介護予防の取り組みを機能強化するために、通所サービス、訪
問サービス、地域ケア会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション
専門職の関与を促進します。 

●高齢者の保健事業と介護予防
等の一体的実施事業 

国保データベースシステム等を活用し、地域の健康課題を分析し、分析結
果に基づいた保健事業と介護予防事業を一体的に実施していきます。 

 
 



 

保健福祉部行政組織図                          令和５年度 
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生きがいふれあいセンター 

障害者福祉センター 

社会福祉係       ５人 
【会計年度任用 1 人】 

【委託職員 社協 1 人】 

障害者支援係      ４人 

城西保育所       ７人 
【会計年度任用 10 人】 

 

福
祉
事
務
所 

 

社会福祉課      19 人 

【再任用職員２人】 
【会計年度任用職員２人】 

【委託職員 社協１人】 

介護認定係       ４人 

【会計年度任用５人】 

 

家庭相談指導室 

【会計年度任用３人】 

障害福祉係       ４人 
【会計年度任用 1 人】 

母子保健係       ６人 

【会計年度任用１人】 

健康増進係       ６人 

【会計年度任用２人】 

管理係         ４人 
【会計年度任用１人】 

相談支援係       ３人 

保育係         ６人 

山川保育所       ８人 
【会計年度任用９人】 

 

上山川保育所      ５人 

【再任用１人】【会計年度任用６人】 

 

子育て支援センター   ３人 
所長：子ども福祉課長兼務 

【会計年度任用３人】 

長寿支援係       ５人 

【シルバー常駐再任用 2 人会計年度 1 人】 

介護保険係       ５人 
【会計年度任用１人】 

 

看護教育財団派遣    ３人 

 

子ども福祉課     37 人 

【再任用職員１人】 
【会計年度任用職員 32 人】 

 

介護福祉課      19 人 

【再任用職員２人】 
【会計年度任用職員７人】 

 

健康増進課      17 人 
【財団派遣職員３人】 

【会計年度任用職員４人】 

 

保健福祉部      96人 
（うち県看護教育財団派遣３人） 

 

 
《総職員数     147人》 

【再任用職員５人】 

【会計年度任用職員 45 人】 
【委託職員１人】 

【 】は外数 

（ ）は内数 

 

●参考 

 職員数 374 人 

<条例職員定数 430 人> 

※再任用、社会教育主事を除く。 

子育て支援係      ４人 
【会計年度任用 1 人】 

社会福祉協議会【常駐再任用２人】 

 

企画管理係       ５人 

地域ケア推進係     ４人 
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Ⅶ 結城市福祉事務所事務分担表 

 

社会福祉課 

係 分掌事務 

企画管理係 

１ 福祉事務所所管業務の総合調整に関すること。 

２ 福祉施策の企画立案に関すること。 

３ 地域福祉の推進に関すること。 

４ 民生委員・児童委員に関すること。 

５ 社会福祉協議会に関すること。 

６ 地域見守りに関する活動事業に関すること。 

７ 災害救助に関すること。 

８ 日本赤十字に関すること。 

９ 戦傷病者、戦没者遺族等の援護事務に関すること。 

10 保護司及び社会を明るくする運動に関すること。 

11 生活保護法（昭和 25 年法律第 144号）等に基づく経理、 医療・介護及び統計業務

に関すること。 

12 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の中国残留邦人等及び特定配

偶者の者の自立の支援に関する法律(平成 6年法律第 30号。以下「中国残留邦人等

支援法」という。）に基づく経理、医療･介護及び統計業務に関すること。 

13 社会福祉法人に関すること。 

14 課内の庶務に関すること。 

社会福祉係 

１ 生活保護法による保護の決定及び実施に関すること。 

２ 中国残留邦人等支援法による支援給付の決定及び実施に関すること。 

３ 行旅病人及び行旅死亡人に関すること。 

４ ホームレス対策事業に関すること。 

５ 生活困窮者自立支援の実施に関すること 

障害福祉係 

１ 障害者介護給付等支給審査会及び支援に関すること。 

２ 障害者支援区分認定に関すること。 

３ 障害者プランに関すること。 

４ 障害者福祉センターの管理に関すること。 

５ 地域生活支援事業に関すること。 

６ 心身障害者扶養共済制度に関すること。 

７ 身体障害者手帳、療育手帳交付に関すること。 

８ 各種手当に関すること。 

９ 自立支援医療（更生医療・育成医療）に関すること。 

10 障害者自立支援給付に関すること。 

11 日常生活用具・補装具費給付に関すること 

12 優先調達法に関すること。 

障害者支援係 

１ 障害者の相談支援に関すること。 

２ 障害者の相談支援体制の整備に関すること。 

３ 障害者の地域生活移行に関すること。 

４ 障害者の権利擁護及び虐待防止、差別解消に関すること。 

５ 障害者の就労支援に関すること。 

６ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 123号）による支援

に関すること。 

７ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平

成 15年法律第 110号）による支援に関すること。 

８ 地域自立支援協議会に関すること。 

９ 自殺対策に関すること。 

10 障害への理解促進、啓発に関すること。 

11 成年後見制度に関すること。 

12 精神保健に関すること。 
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子ども福祉課 

係 分掌事務 

子育て支援係 

１ 一時預かり事業（ママパパ子育て応援事業）に関すること。 

２ 児童手当及び児童扶養手当に関すること。 

３ ひとり親家庭等及び寡婦の支援に関すること。 

４ 放課後児童健全育成事業及び放課後子ども教室に関すること。 

５ 少子化対策に関すること。 

６ 各種給付金に関すること。 

７ その他子育て支援に関すること。 

８ 課内庶務に関すること。 

相談支援係 

 

１ 子ども家庭総合支援拠点に関すること。 

２ 児童虐待防止に関すること。 

３ 要保護児童対策地域協議会に関すること。 

４ 家庭児童相談室に関すること。 

５ ＤＶ・女性相談に関すること。 

６ 里親に関すること。 

保育係 

１ 幼児教育・保育施設の管理指導に関すること。 

２ 支給認定及び保育所入所児童の保育の実施に関すること。 

３ 施設型給付、施設利用給付費に関すること。 

４ 保育所給食に関すること。 

５ 副食費に関すること。 

６ 認可外施設に関すること。 

７ 幼児教育支援事業に関すること。 

８ 子育て支援センターの管理指導に関すること。 

９ 子ども子育て支援事業に関すること。 

10 病児保育等に関すること。 

11 子育て支援関連単独補助金に関すること。 

12 社会福祉法人に関すること。 

保育所 

１ 保護者の労働又は疾病等により保育の必要がある児童等の保育に関すること。 

２ 一時預かり事業に関すること。 

３ その他子育て支援全般に関すること。 

子育て支援センター 

１ 育児不安等についての相談及び指導に関すること。 

２ 子育てサークル等の育成及び支援に関すること。 

３ 子育てに関する情報等、地域の保育資源の情報収集及び提供に関すること。 

４ 子育てに係る機関、団体等との連携及び協力に関すること。 

５ 一時預かり事業に関すること。 

６ その他子育て支援全般に関すること。 
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介護福祉課 

係 分掌事務 

長寿支援係 

１ 高齢者福祉計画策定及び進捗管理に関すること。 

２ 介護予防・日常生活支援総合事業に関すること。 

３ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施に関すること。 

４ 一般会計の管理及び補助金に関すること。 

５ 家族介護者支援に関すること。 

６ ひとり暮らし等の高齢者支援に関すること。 

７ 敬老の日・長寿をたたえる事業に関すること。 

８ 老人クラブに関すること。 

９ 生きがいふれあいセンターの運営に関すること。 

10  シルバー人材センターの指導監督に関すること。 

11 老人福祉法による措置に関すること。 

12 介護保険特別会計（地域支援事業）の管理及び補助金に関すること。 

介護保険係 

１ 介護保険事業計画の策定及び進捗管理に関すること。 

２ 高齢者福祉計画・介護保険事業計画推進委員会に関すること。 

３ 被保険者の資格管理及び受給者の管理に関すること。 

４ 介護保険の諸給付費に関すること。 

５ 介護保険特別会計（保険給付費）の管理及び補助金に関すること。 

６ 介護サービス事業者の指導等に関すること。 

７ 介護保険施設整備に関すること。 

８ 介護給付等費用適正化事業に関すること。 

９ 第 1 号被保険者の保険料の賦課及び徴収に関すること。 

10 地域密着型サービスに関すること。 

11 地域密着型サービス運営員会に関すること。 

12 利用者減免措置に関すること。 

13 居宅介護支援事業所に関すること。 

14 社会福祉法人の指導監査に関すること。 

介護認定係 

１ 要介護認定(申請、調査等)に関すること。 

２ 介護認定審査会に関すること。 

３ 居宅サービス計画に関すること。 

４ その他介護認定に関すること。 

地域ケア推進係 

１ 地域包括支援センターに関すること。 

  （南部・東部・西部地域包括支援センター） 

２ 高齢者虐待に関すること。 

３ 成年後見制度に関すること。 

４ 認知症施策に関すること。 

５ 地域ケア会議に関すること。 

６ 在宅医療・介護連携推進事業に関すること。 

７ 生活支援体制整備事業に関すること。 

８ 地域包括支援センター運営協議会に関すること。 

 



Ⅷ　施策の実績
 １　高齢福祉関係
　○老人クラブの数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

クラブ数 会員数

22 614 男 女 計

0 0 H26年 18 40 58

4 119 H27年 21 42 63

4 71 H28年 9 37 46

2 28 H29年 11 27 38

32 832 H30年 12 30 42

H31年 12 20 32

R 2年 12 19 31

R 3年 18 22 40

R 4年 20 21 41

R 5年 13 12 25

　○ひとり暮らし高齢者登録者数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

男 女 計 男 女 計 男 女 計

H26年 165 428 593 77 284 361 126 360 486

H27年 179 432 611 85 292 377 147 368 515

H28年 189 466 655 85 292 377 144 381 525

H29年 197 474 671 85 292 377 144 381 525

H30年 205 495 700 74 268 342 136 368 504

H31年 191 490 681 75 257 332 126 355 481

R 2年 182 497 679 61 244 305 121 353 474

R 3年 188 505 693 60 234 294 121 356 477

R 4年 178 502 680 52 224 276 117 364 481

R 5年 175 469 644 41 174 215 113 337 450

　○養護老人ホーム入所措置者数　　　　　　　　　　　　　　

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R 2年 R 3年 R 4年 R 5年

青　　嵐　　荘 14 16 12 12 14 15 14 13 10 7

ひまわり苑 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

サンフラワーガーデン 4 3 3 3 2 2 2 2 2 2

利根老人ホーム 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

養護老人ホーム希望館 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0

ナザレ園養護老人ホーム 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

計 19 19 15 16 17 19 16 16 14 10

　○ふれあい配食サービス事業実績

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

165 117 132 135 125 112 116 129 130

15,489 14,843 14,027 14,775 12,675 10,873 11,166 12,230 10,670

　○地域コミュニティ運営事業実績

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度

8 8 7 7 7 7 5 5 事業終了

311 307 308 303 308 304 222 218 事業終了

3,199 2,790 2,462 2,516 2,353 1,890 1,547 1,131 事業終了

90 87 77 73 75 50 53 38 事業終了

　○ねたきり高齢者等登録者人数推移　　　　

令和５年４月１日現在 （入院含む）　

地　　区　　名 　毎年４月１日現在 (人）

山 川 地 区

江 川 地 区

合計

結 城 地 区

絹 川 地 区

上 山 川 地 区

実利用者(人)

配食量　(食)

実施施設数(カ所)

実施延回数( 回 )

　毎年４月１日現在 (人）

ひとり暮らし高齢者 緊急通報システム 愛の定期便事業

　 毎年４月１日現在 (人）

参加延人数( 人 )

参加実人数( 人 )
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　○ねたきり老人等介護用品購入助成事業実績

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

13 11 16 20 18 13 11 9 11

　○介護教室事業実績

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

18 14 14 12 6 6 0 2 2

162 135 193 195 72 77 0 17 10

２　障害者（児）福祉関係
　○難病患者福祉手当支給実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

259 266 260 248 222 213 222 235 255

　○障害者手帳交付診断書料助成事業実績　　　
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

14 12 6 12 8 6 9 21 35
　　＊非課税世帯のみ助成対象

身体障害者

件数 件数

1

2

2

5 3

4

歩行支援用具 聴覚障害者用屋内信号装置

2 1

2 1,160

1 150

1

1,334

＊ストマ用装具及び紙おむつは1ヶ月分の支給を１件として計上。

交　付 修　理 計

7 5 12

10 2 12

1 5 6

4 0 4

1 0 1

11 7 18

4 12 16

1 5 6

0 0 0

2 0 2

1 0 1

0 0 0

42 36 78

参加延人数(人)

受給者(人)

件数

実利用者（人）

開催回数 （回）

特殊寝台 ネブライザー

特殊マット 電気式たん吸引器

　○日常生活用具給付状況（令和４年度実績）

区　　　分 区　　　分

移動用リフト 情報・通信支援用具

移動・移乗支援用具 視覚障害者用ポータブルレコーダー

体位変換器 パルスオキシメーター

特殊尿器 視覚障害者用拡大読書器

T字状・棒状つえ 聴覚障害者用情報受信装置

頭部保護帽 人工咽頭

入浴補助用具 点字器

便器 聴覚障害者用通信装置

火災警報器 居宅生活動作補助用具

合　　計

視覚障害者用時計 ストマ用装具

透析液加温器 紙おむつ

　○補装具の交付及び修理実績  令和４年度実績（件）　　　　　

義肢（義手・義足）

眼鏡（矯正・遮光）

補聴器

車いす

装具

座位保持装置

視覚障害者安全杖

歩行補助杖

重度障害者用意思伝達装置

計

電動車いす

座位保持いす

歩行器
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　○各種手当の給付実績　　　　　　　　　　
H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年

36 32 34 32 33 28 28 27 29
16 16 21 20 23 22 24 24 27
89 92 93 94 82 87 92 93 92
89 101 107 102 100 100 102 107 105

　＊障害者手当一覧表

　○身体障害者（児）訪問入浴サービス事業
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

1 1 2 3 3 3 3 3 4

12 28 51 159 190 228 272 298 321

　○障害者サービス利用者決定状況

身　体 知　的 児　童 精　神 難　病 合　計

H30年度 78 203 176 114 2 573

R 1年度 80 219 174 127 1 601

R 2年度 86 230 172 140 0 628

R 3年度 84 236 188 139 1 648

R 4年度 84 236 198 139 1 658

在宅障害児福祉手当

手当の名称 手　当　の　対　象　者

特別障害者手当
精神・知的又は身体に著しく重度の障害があるため、日常生活において、常時特別の介護
を必要とする状態にある在宅の満20歳以上の者

障害児福祉手当
精神・知的又は身体に重度の障害があるため、日常生活において常時介護を必要とする状
態にある在宅の満20歳未満の者

特別障害者手当

障害児福祉手当

特別児童扶養手当

毎年4月1日現在（人）

利用者延回数(回)

特別児童扶養手当
精神・知的又は身体に障害のある20歳未満の児童を家庭において監護している父・母、又
は父母にかわってその児童を養育している者

在宅障害児福祉手当
身体・知的・精神に障害があり、在宅で生活している満20歳未満の者を介護している保護
者

利用者(人)

毎年3月31日現在（人）
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（件）

身体障害 重症心身 知的障害 精神障害 発達障害
高次脳

機能障害
その他 合計

児 4 0 49 0 30 0 24 107

者 63 0 206 707 25 14 86 1,101

延べ合計 67 0 255 707 55 14 110 1,208

実人数 29 0 64 130 16 4 37 280

児 3 0 83 1 28 0 80 195

者 96 0 414 1,022 26 76 142 1,776

延べ合計 99 0 497 1,023 54 76 222 1,971

実人数 25 0 70 149 12 6 43 305

児 9 0 93 0 25 0 17 144

者 207 0 439 991 13 55 110 1,815

延べ合計 216 0 532 991 38 55 127 1,959

実人数 26 1 94 137 13 7 43 321

児 15 1 45 12 45 0 27 145

者 140 0 372 853 9 15 191 1,580

延べ合計 155 1 417 865 54 15 218 1,725

実人数 32 1 84 150 10 5 50 332

児 32 1 35 38 66 0 44 216

者 169 0 474 733 7 16 126 1,525

延べ合計 201 1 509 771 73 16 170 1,741

実人数 30 1 68 137 13 1 47 297

(件） ＊　前年度からの継続を含む

実件数 身体的 性的 心理的 放棄・放任 経済的

H29年度 1 1 - - - -

H30年度 3 1 - 2 - 1

R 1年度 4 3 - - 1 2

R 2年度 6 1 1 2 1 1

R 3年度 5 4 - 2 - -

R 4年度 4 3 - - - 1

R 4年度

　○障害者虐待通報件数(養護者・施設従事者・使用者全て含む）

　○障害児者相談件数

H30年度

R 1年度

R 2年度

R 3年度

39



　○サービス種類別決定者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和5年3月時点

サービス名

身体介護 14 人

通院介助（身体あり） 16 人

家事援助 48 人

通院介助（身体なし） 14 人

通院等乗降介助 0 人

小計 92 人

1 人

3 人

10 人

0 人

106 人

120 人

0 人

1 人

0 人

9 人

0 人

37 人

167 人

0 人

334 人

93 人

4 人

0 人

97 人

97 人

57 人

382 人

0 人

0 人

382 人

68 人

0 人

130 人

2 人

1 人

198 人

399 人

1,472 人

計

合　　　　計

児
童
支
援

児童発達支援
医療型児童発達支援

放課後デイサービス
保育所等訪問支援
居宅訪問型児童発達支援
障害児相談支援

施設入所支援

相
談
支
援

計画相談支援
地域移行支援
地域定着支援

計

療養介護

居
住
系

サ
ー

ビ
ス

共同生活介護
共同生活援助

計

児童デイサービス
計

短期入所

就労移行支援(養成施設)
就労継続支援（Ａ型）
就労継続支援（Ｂ型）

重度障害者等包括支援
計

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

生活介護
自立訓練(機能訓練)
自立訓練(生活訓練)
宿泊型自立訓練
就労移行支援

決定者数

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス

居
宅
介
護

重度訪問介護
行動援護
同行援護
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３　児童福祉関係

　○家庭児童相談室相談件数　　　　　　　　　　　　　　　　 （相談台帳による）

　○家庭児童相談室相談経路別件数 （相談台帳による）

　○女性相談件数 （相談台帳による）

　○女性相談経路別件数 （相談台帳による）

　○ファミリーサポートセンター事業実績
　　サービス内容実績　　　　　　　　　　　

　○ファミリーサポートセンター事業利用・協力会員数（人）

　○ママ・パパ子育て応援事業
区　　　分 R 3年度 R ４年度

利用者実人数 29 50

利用時間数 394 574

313

合計 46 0 0 4 1 0 1 0 52

215.5

815.5

R ４年度

260

53

R 4年度 22 3 0 4 1 0 1 0 13 4 48

R 4年度 11 9 19 7 6 52

（実・件）

合計 313 326 267 294 299

協力会員 54 54 55 54 50

利用会員 259 272 212 240 249

区　　　分 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度

合　　　計 2,195.0 2,017.5 1,687.0 1,079.0 1,258.0

その他 407.5 477 418.5 342.0 136.0

（単位：時間）

保育所・学校等休み等の援助 0 0 0.0 0.0 429.5

保護者の急用・私的事由による預かり 640 661.5 201.5 31.5 296.0

産前産後の家事・乳幼児の預かり 83 57 39.0 57.0 8.0

R ４年度

0.0

95.5

18.0

132.5

354.0

学童保育までの送迎、一時預かり 345 53 145.0 4.0 374.5

R ３年度

幼稚園・保育所までの送迎、一時預かり 719.5 769 883.0 644.5 14.0

区　　　分 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度

0 0 0 25

合計 58 1 2 2 1

再来 22 0 1 2 0

R 4年度

新規 29 0 0 3 1 0 1 0 34

再来 17 0 0 1

0 1 1 3 4 47

0 0 0 0 18

3 0 0 0 62

R 3年度

新規 36 1 1

1 0 0 0 25

合計 57 1 1 0

R 2年度

1 3 4 72

再来 24 0 0 0

2 0 0 37新規 33 1 1 0

0 2 0 49

2 0 2 0 29

合計 41 3 0 0 3

20

0

R 1年度

新規 22 3 0 0

その他 合計本人 警察 教育関係 福祉事務所 他相談機関 医療機関 知人等

再来 19 0 0 0 1 0 0 0

（実・件）

R 3年度 25 14 16 5 12 72

R 2年度 15 9 21 8 9

R 1年度 20 8 10 3 8 49

ＤＶ等 離婚 家族関係 生活困窮 その他 合計

6 0 12 0 55

13 1 82

R 3年度 19 3 1 11 3 0

R 2年度 38 17 0 13 0 0 0 0

近隣 知人 民生委員 市役所 他課 その他 合計

877 2 3 0 2 3

（件）

家族 親族 保育所(園) 教育 委員会 学　校 児童 相談所 医療 機関

7 0 1 1 55

0 2 0 82

R 3年度 27 14 1 0 4

8 48

3 4 87

R 2年度 19 30 20 0 9 2

その他 合計

R 1年度 37 29 2 2 4 4 2

（件）

虐待 養護 障害 非行 性格行動 不登校 適性 育児・躾

R 1年度 32 11 0 27

62

R 4年度 12 12 4 0 5 2 0 5
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　○児童手当の給付実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※所得制限限度額以上の場合特例給付として月額一律5,000円。実績は特例給付を含む。

　○保育所等の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　

結城12018－1 45-6363

2,116 2,999

2,610

145 113 129 105 119

R ５年

対象児童数 受給者数 対象児童数

私立結城あすなろ保育園 落合　由美子 結城11723－3 32-7397

私立かなくぼ保育園 荒井　幸恵 鹿窪949－1 32-7965

私立玉岡尭舜認定こども園 大山　芳江

私立つくば保育園 滝田　昌孝 新福寺2－8－1 32-2235

私立たま保育園 中山　雅子 田間1944－2 35-1363

私立結城ふたば保育園 宮田　侑司 結城7104－1 33-4834

私立みくに保育園 鈴木　龍穏 結城3073 33-5946

私立結城明照保育園 清水　滋孝 結城1591 45-7270

結城市立上山川保育所 坂入　真砂子 上山川乙38－1 35-0011

結城市立山川保育所 山室　静子 今宿1167 35-0104

総　　　数 4,506 5,870 4,351 5,678 4,232

結城市立城西保育所 矢野　夕子 結城9648 33-4540

令和5年4月1日現在

施　設　名 所(園)長氏名 所　在　地 電　話

非被用者 10,000 240 258 226
中学生

被用者 10,000 991 1,084 1,039

229

※H24年4月から児童手当となる。H24年6月より所得制限有。

5,502 3,884 5,099

474 706 420 623

2,888 1,911 2,853 1,878 2,773 1,759

247 212 229 208

1,135 1,013 1,107 918 1,007

３歳以上
小学校終
了未満

被用者
第1・2子 10,000

1,961

675 614 664 532 590

非被用者 15,000 139 158 132
３歳未満

被用者 15,000 701 776 623

402 600 362 544
第3子以降 15,000

第3子以降 15,000

非被用者
第1・2子 10,000

月額 受給者数 対象児童数 受給者数 対象児童数 受給者数 対象児童数 受給者数 対象児童数

6,212 5,023 6,046

手当 R 2年 R 3年 R 4年

2,212

261

総　　　数 5,248 6,396 5,241 6,336 5,111

957 890 1,012 920

非被用者 10,000 382 365 368 342
中学生

被用者 10,000 923 899 957 897

312 306 284

３歳以上
小学校終
了未満

被用者
第1・2子 10,000

2,090 2,964

819 851 790 808

非被用者 15,000 288 296 258 268

771
第3子以降 15,000

3,102

1,052 706 980 607 840 546

第3子以降 15,000

非被用者
第1・2子 10,000

757

2,193 3,090

３歳未満
被用者 15,000 808 820 836 850

月額 受給者数 対象児童数 受給者数 対象児童数 受給者数

児童手当給付実績 5月1日現在

手当 H28年 H29年 H30年 R1年

223 235 179 184
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　○保育所等入所年度別児童数実績

＊定員は、子ども・子育て支援法により市が確認した利用定員。

＊玉岡尭舜認定こども園は、平成27年11月に幼保連携型認定こども園となった。

＊もろ保育園は、平成29年3月31日廃園。

　○保育所等入所年齢別（保育の実施）実績　　　　　　　　　　

標準 短 標準 短 標準 短 標準 短 標準 短 標準 短 標準 短

3 0 7 0 9 1 13 5 13 4 15 1 60 11

0 0 6 1 7 2 9 1 15 2 15 0 52 6

2 0 7 0 7 1 8 2 8 3 11 2 43 8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 0 20 1 23 4 30 8 36 9 41 3 155 25

4 1 13 3 13 3 12 5 23 1 19 2 84 15

4 1 10 6 26 1 25 1 34 7 35 5 134 21

2 0 19 4 23 1 26 0 30 3 30 6 130 14

2 1 23 7 22 6 23 5 37 3 25 5 132 27

0 0 9 0 13 1 16 1 7 2 18 0 63 4

3 0 5 0 11 2 10 4 10 4 11 4 50 14

5 1 7 3 11 3 18 6 19 4 17 4 77 21

2 0 7 1 13 1 13 3 8 7 10 1 53 13

3 0 5 1 6 2 3 0 4 0 8 1 29 4

25 4 98 25 138 20 146 25 172 31 173 28 752 133

30 4 118 26 161 24 176 33 208 40 214 31 907 158

181

101

162

145

161

67

66

102

67
33

904

1,0851,147

R 3年

57

R ４年

71

59

51

0

73 75 74

61

児　　　　童　　　　数

＊令和４年４月１日、たま保育園の利用定員を８０→７０へ変更。

32 21 24 28 25 27
52 60 60 70 69

市　外 22 23

合　　　計 1,209 1,065

※管外受託の児童は除く。

市　外 33

小　計 1,009 885

かなくぼ 120 98

玉岡尭舜 70 66

法人立

明　照 110 99

ふたば 199 144

あすなろ 70 64

た　ま 70 67

つくば 170 159

0

山　川 60 58

みくに 200 155

公立

城　西 80 71

上山川 60 51

計

２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計

小　計 200 180

市　外

定　員

年　　　　齢　　　　別

０歳 １歳

＊令和2年4月1日、たま保育園の利用定員を90→80へ変更。

令和4年4月1日現在（人）

合　　　計 1,209 1,073 1,082 1,109 1,202

981 972 967 975 954

1,175 1,163 1,151 1,170

小　計 1,009 885 890 912 993

法人立

19
玉岡尭舜 70 41

8

102 118 111 117 116

も　ろ 12 15 10

かなくぼ 120 107 106 100 101

76 68 62 58 58 65

89 84 83 76 71

あすなろ 70 63 67 72

150 150 160 157

た　ま 70 92 96 86 97

つくば 170 148 150 166 167

184 181 163

160

185 182

ふたば 199 169 157 175 174 192 176

みくに 173 178 185 187 195 191200 169

明　照 110 103 103

小　計 200 188 192 197 209

0 0 2 1 2 1

104110 103 102 103

194 191 184 195

3 1 0

193

106 112

76

H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R 2年

59 55 54 57

市　外

58 56 61

定員
H25年 H26年

山　川 60 57 54 54 61 55

上山川 60 57 61 60 59

毎年4月1日現在（人）

公立

城　西 80 71 76 83 89 80
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  ○地域子育て支援センターの概要

　○地域子育て支援センター活動状況・利用状況（令和４年度実績）
　　年齢別登録者数

　　年齢別参加延べ人数

　　相談件数

　○子育て広場利用者数

　○放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）　　
　　令和４年度放課後健全育成事業概要

江川北小学童クラブ H16.10. 1 66㎡ 251 13:00～18:00

江川南小学童クラブ H29. 4. 1 64㎡ 250 13:00～18:00

城南小学童クラブ H11. 4. 1 119.24㎡ 250 13:00～18:00

上山川小学校学童クラブ H22．4．1 64㎡ 250 13:00～18:00

城西小児童クラブ H24. 7.17 119.24㎡ 250 13:00～18:00

絹川小学童クラブ H18.11. 1 64㎡ 250 13:00～18:00

山川小学童クラブ H22．4．1 64㎡ 250 13:00～18:00

結城小学校第三学童クラブ H27．4．1 65㎡ 276 13:00～18:00

結城小学校第二学童クラブ H21. 4. 1 85㎡ 276 13:00～18:00

結城小学校学童クラブ H 7. 4. 1 65㎡ 276 13:00～18:00

結城西小第三児童クラブ H28．4．1 66.24㎡ 287 13:00～18:00

結城西小第二児童クラブ H28．4．1 66.24㎡ 287 13:00～18:00

結城西小児童クラブ H28．4．1 66.24㎡ 287 13:00～18:00

クラブ名 設置年月日 専用面積 年間開設日数 開設時間

0

合計 3,215 3,481 4,206 3,942 2,838 2,834 6,383

960 2,849親 1,539 1,753 1,753 1,668 1,213

グループ その他 合計

R4
子 1,942 2,453 2,274 1,625 1,181 1,874 3,534

1,465

H28 H29 H30 R1 R ２ R3

合計 1,431 31 3 0

合計 451 322 8,014 7,032 15,046

1,387

つくば 78 0 0 0 0 78

結城市 1,353 31 3 0 0

（単位：件）

活動中 電話 面接

588 3,419 2,215 1,019

18 571 531 1,102つくば 19 312 157 55 10

7,443 6,501 13,944結城市 569 3,107 2,058 964 441 304

０歳未満 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４・５歳児 計

609合計 85 171 122 96 59

保護者 合計

結城市 77 138 102 81 55

52 24

（単位：人）

つくば 8 33 20 15 4 8 7 95

施設名 ０歳未満 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児

44 17 514

４歳児 ５歳児 合計

（単位：人）

つくば保育園内
　つくば子育て支援センター Ｈ19年4月

社会福祉法人
筑波会

新福寺2-8-1
32-8670

　結城市子育て支援センター Ｈ17年6月 結城市
国府町1-1-1

34-1070
市民情報センター内

施　設　名 設置年月 設置主体 所　在　地 電　話

（単位：人）
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  ○放課後児童クラブ利用児童数実績　　　　　　　

＊城西小学童クラブから城西小児童クラブに変更（平成24年7月14日)

＊結城西小学童保育クラブから結城西小児童クラブに変更（平成28年4月1日）

＊結城西小第二学童保育クラブから結城西小第二児童クラブに変更（平成28年4月1日）

＊学童クラブもろから江川南小学童クラブに変更（平成29年4月1日）

　（もろ保育園の廃園に伴い、運営主体変更）

　○放課後子ども教室実績
令和元年度（令和4年度はコロナウイルス感染症のため実施せず、結城市民情報センターにて合同で１回開催）

　○幼稚園等の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　○幼稚園等運営形態及び定員数

40 37

私立玉岡尭舜認定こども園 移行済 幼保連携型認定こども園 200 （1号130、2・3号70）

私立つくば幼稚園 移行済 幼稚園 210 （210）

私立結城ひかり幼稚園 移行済 幼稚園 140 （75）

施　設　名 新制度移行の状況 新制度類型 認可定員（利用定員）

私立富士見幼稚園 移行済 幼稚園 200 （60）

令和5年4月1日現在　（人）

私立玉岡尭舜認定こども園 大山　芳江 結城12018－1 45-6363

私立つくば幼稚園 滝田　昌弘 新福寺2－8－7 32-2346

私立結城ひかり幼稚園 渕岡　大起 江川新宿1973－15 35-3826

施　設　名 園長氏名 所　在　地 電　話

私立富士見幼稚園 鮎澤　伊江 結城10584 32-6464

合　　　計 50 76 782 301

ゆうゆうふれあいスクール 結城特別支援学校 16 6 85 53

くすのきふれあいスクール 結城西小学校 9 30 230 90

91

きぬがわふれあいスクール 絹川小学校 15 20 292 67

玉岡ふれあいスクール 結城小学校 10 20 175

教室名 開催場所 実施日数 登録人数 延参加人数 協力者数

417 403 399 392
21 22 19 16

合　計 276 303 401 424 428

33 36 38 38

江川南小学童クラブ － － － 13 21

20 18 14 18

上山川小学校学童クラブ 24 33 36 33 35

31 28 24 24

山川小学童クラブ 28 29 32 34 23

36 34 31 32

絹川小学童クラブ 22 23 25 27 29

41 43 42 43

江川北小学童クラブ 26 30 33 23 33

33 24 32 30

城南小学童クラブ 46 44 46 45 43

33 30 31 28

城西小児童クラブ 39 37 38 44 44

32 31 27 28

結城小学校第三学童クラブ － 36 31 30 32

31 29 30 27

結城小学校第二学童クラブ 45 38 32 30 32

31 32 33 33

結城小学校学童クラブ 46 33 31 30 32

38 38 38 38

結城西小第三児童クラブ － － 23 38 31

結城西小第二児童クラブ － － 38 39 37

37 38

R 1年 R 2年 R 3年 R ４年

結城西小児童クラブ － － 36 38 36

クラブ名 H26 H27 H28 H29 H30

月平均登録児童数

令和5年4月1日現在
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　○幼児教育支援事業実績

　○斜視・弱視児用矯正眼鏡購入等助成事業実績

４　生活の保障関係

　○児童扶養手当の給付実績　　　　　　　　　　　　　

　○母子家庭等高等職業訓練促進事業受給者数

申請なし

12 13

45

2

1

3

1

0

地域交流事業 56 0 56 99 211

0

44

0

15

R 4年度

13

14 20 18 17 16

0 1 0 0 0

そ の 他 13 10

36 74 46

8.1 217 10 32 70 19

Ｒ４年度 370 442 8.8 208 6

R 3年度 356 424 8.4 210 4 33 70 39

5 31 73 26R 2年度 354 419 8.2 215

62 25R 1年度 353 428 8.3 222 10 34

H30年度 348 419

H29年度 351 440 8.4 210

72 23

11 30 72 28

H28年度 334 413 8.2 198 11 30

H27年度 321 387 7.4 182 9 34 67 29

母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他年　度 世帯数 人　員 保護率(‰) 高齢者世帯

　○生活保護人員・世帯（世帯分類の推移）　　　　　　　　　　　 毎年3月末現在

1 0 2

0 0課税 0 0 0 1

1 2

1

高等職業訓練
修了支援給付金

非課税 1 1 0 1

1 2

1

計 2 1 4 4 3 3

課税 0 0 1 2 0

計 1

高等職業訓練促進給付金

非課税 2 1 3 2 3 2

住民税区分 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度

452 426 407 397 375合　計 464 443 445 430 360

R ４年度R 2年度 R 3年度

52 50 54 47

拘　　禁 2 2 2 2

1 0 0 0 0

未婚の子 40 39 42 41

2 3 3 3 2

遺　　棄 4 4 3 1

8 6 6 3 2

障　　害 1 1 1 1

7 8

H29年 H30年 H31年 R 2年 R 3年

離　　婚 396 379 378 364

H25年 H26年 H27年 H28年 R ４年

297

2

2

10 10

R 2年度 R 3年度

受給者　 5 2 10 6 5 5 7

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度

382 344 330 320 308

死　　亡 8 8

　令和4年度

区分
対象園児数（人）

富士見幼稚園 つくば幼稚園 結城ひかり幼稚園 玉岡尭舜認定こども園 計

（人）

毎年４月１日現在（世帯）

（人）
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　○生活保護開始・廃止件数

※申請件数は年度繰越決定があるため整合しない

　○生活保護開始人員・世帯数(理由別推移)

　○生活保護廃止人員・世帯数(理由別推移）

 その他 11

0 3 0

12 4 15 12

廃
止
理
由

(

件

)

12 8 10

 他管内転出 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

3 0 2

1 2

 施設収容 0 1 1 0

 他法他施策の活用 0 0 0 0 2

 仕送り等の増額 0 0 0 1

 年金等の増額 2 0 0 0 1

0 0 0 0

3 0 0 0

0 0 0

 新規就職及び転職 0 0 0 0

5 3

 働手の転入 0 0 0 0 0

12

 就労収入の増額 11 7 8 5 2 8

 失踪 6 9 6 7 6 10 13

 死亡 14 13 17 23 19 24 22 21

0 0 0 0 0

0 1 0 0 世帯主の疾病治癒 0 0 0 0

 世帯員の疾病治癒 0 0 0

55 53 83 57

51 60 50

 転入 0

人員(人） 66 64 62 71

世帯数(世帯) 52 52 53 55 46

R 1年度 R 2年度 R 3年度 R4年度

 仕送り等の減少 2 0

0 0 0

1 0 0

年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

 その他 5 2 0 1 3

開
始
理
由

(

件

)

0 0 0 0

33 38

0 2

 年金等の減額 0 0 0 0 0

2 2 0 4

0 0 0

 手持金減少 55 44 35 28 28

1 2 2 1

40

2 1 4

 就労者の収入減 0 0 2 0

0 0

 就労者の失職離職 2 1 3 3 3

0

 就労者の離別 0 0 0 0 0 0

 就労者の死亡 0 0 0 0 0 0 0

 世帯主の疾病 13 19 24

人員(人) 92 91 91 63 66

 世帯員の疾病 0 0 1 1 0 0 0 0

20 17 8 27 15

53 84 91

世帯数(世帯) 78 67 65 55 55 48

年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R 1年度 R 2年度 R 3年度

68 64

R4年度

Ｒ４年度 113 76 64 12 50 84.2

81.9R3 年度 87 83 68 13 60

R 2年度 59 54 48 7 58 88.8

90.2R 1年度 65 61 55 5 46

H30年度 94 59 55 6 55 93.2

97H29年度 109 67 65 2 53

H28年度 169 67 67 4 52 100.0

H27年度 182 83 78 4 52

年度
相談

(延件数)
申請
(件)

開始
(件)

取下・却下
(件)

廃止
(件)

94.0

開始率
(％)
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　○生活保護費扶助別人員及び扶助率(年度平均)

※被保護人員は停止を含む、扶助人員は停止を除く

　○扶助別保護費の推移

　○生活保護費扶助別支出額　　　　　　　　　　令和４年度実績

　○生活困窮者自立支援制度　　　毎年3月末時点　　　　　　　　　　

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件就労者数(一般就労者数)　　 7 18

自立相談支援事業による就労支援 9 10

住居確保給付金利用者数 39 18

継続相談件数 189 199 54 件

12 件

10 件

10 件

新規相談受付件数 216 204

合　　　　計 709,674,213 100.0

R3.3 R4.3 R5.3

就労自立給付費 0 0.0

68 件

保護施設事務費及び委託事務費 11,402,484 1.6
　小　　　計 698,271,729 98.4

　葬　祭　扶　助 1,710,773 0.2

保
　
　
護
　
　
費

　生　活　扶　助 238,476,612 33.6
　住　宅　扶　助

　生　業　扶　助 187,090 0.0
　出　産　扶　助 0 0.0

　医　療　扶　助 342,826,905 48.3

1,899 698,273

区　　　　分 支出額（円） 構成比（％）

R 4年度 238,477 94,521 844 342,827 19,705

　介　護　扶　助 19,704,858 2.8

94,521,445 13.3
　教　育　扶　助 844,046 0.1

4,475 657,299

R 3年度 230,269 90,382 724 325,074 20,215 2,187 668,851

R 2年度 222,412 88,029 575 326,735 15,073

7,912 680,686

R 1年度 222,615 88,829 464 377,718 17,766 6,687 714,079

H30年度 219,247 87,408 1,361 352,876 11,882

10,272 608,886

H29年度 216,375 84,626 1,902 344,160 12,071 7,498 666,632

H28年度 208,271 79,992 1,628 292,501 16,222

10,017 590,348H27年度 188,618 76,228 1,403 297,240 16,842

その他扶助 合計年度 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 医療扶助 介護扶助

（単位：千円）

8 1.8 369 85 81 18.6R 4年度 434 379 87.3 320 73.7

7 1.6 351 84.5 75 18R 3年度 415 363 87.4 308 74.2

6 1.4 334 80.8 67 16.2R 2年度 413 360 87.1 306 74

5 1.2 343 81.5 64 15.2R 1年度 421 367 87.2 311 73.9

13 3 353 81.1 62 14.3H30年度 435 380 87.4 324 74.5

14 3.2 351 81.1 58 13.4H29年度 433 384 88.7 323 74.6

11 2.7 332 82.6 51 12.7H28年度 402 356 88.6 295 73.4

307 81.6 49 13H27年度 376 331 88 270 71.8 9 2.4

人員(人) 扶助率(%)人員(人) 扶助率(%) 人員(人) 扶助率(%) 人員(人) 扶助率(%)
年度

被保護人
員(人)

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 医療扶助 介護扶助

人員(人) 扶助率(%)
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５　その他

　○民生委員・児童委員の数　　　　　　　　

結　城 絹　川 上山川 山　川 江　川 計
34 4 6 1 8 53

(1) (1) (1) (3)
28 4 1 8 4 45

(3) (1) (1) (5)
62 8 7 9 12 98 定数　98

(4) (1) (1) (1) (1) (8)

　○民生委員・児童委員の活動状況

H30 R1 R2 R3 R4

221 236 177 268 185

94 73 53 38 53

48 37 58 83 107

31 14 23 16 25

21 11 22 28 47

29 30 35 32 77

58 43 28 43 43

28 19 10 11 23

26 6 6 12 4

41 42 69 123 59

16 14 7 3 24

31 43 42 41 85

629 477 320 321 416

720 1,066 1,662 1,128 860

1,993 2,111 2,512 2,147 2,008

1,513 1,739 2,000 1,557 1,417

84 57 50 61 68

159 120 109 125 179

237 195 353 404 344

1,993 2,111 2,512 2,147 2,008

2,374 2,328 3,012 2,918 2,480

3,490 3,455 2,850 2,630 3,212

2,322 2,182 1,714 2,129 2,338

2,511 2,749 1,846 1,883 2,348

223 219 216 238 170

35 37 65 52 17

10,955 10,970 9,703 9,850 10,565

8,389 8,530 7,956 7,383 7,368

4,063 3,994 3,385 3,508 3,692

12,452 12,524 11,341 10,891 11,060

2,582 3,088 2,925 2,718 2,638

2,558 2,686 2,404 2,509 2,392

5,140 5,774 5,329 5,227 5,030

12,015 11,945 11,607 11,274 12,643活　　動　　日　　数

訪問回数

訪 問 ･ 連 絡 活 動

そ の 他

計

連絡調整回数

委 員 相 互

その他の関係機関

計

その他の活動件数

調査・実態 把握
行 事 ･ 事 業 ・ 会 議 へ の 参 加 協 力

地域福祉活動･自主活動

民児協運営・研修

証 明 事 務
要 保 護 児 童 の 発 見 の 通 告 ･ 仲 介

計

そ の 他

（分野別）

高齢者に関すること

障害者に関すること

子どもに関すること

そ の 他

計

計

（　）内は主任児童委員

件数／年度

相談・支援件数

（内容別）

在 宅 福 祉

介 護 保 険

健康・保健 医療

計

子育て・母子相談

子どもの地域生活

子どもの教育･学校生活

生 活 費

年 金 ･ 保 険

仕 事

家 族 関 係

住 居

生 活 環 境

日 常 的 な 支 援

令和5年4月1日現在（人）

男

女
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　○地域の高齢者等に対して、面接、電話及び訪問等による相談を実施し、必要な支援

　　内容を把握し、地域における適切な機関、制度及びサービスの利用に繋げる等の支援

　　を行っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延べ件数）

結城市東部地域包括支援センター
たけだ　対応件数

２，４３８件

結城市西部地域包括支援センター
ヒューマンハウス　対応件数

２，３２６件

結城市南部地域包括支援センター
青嵐荘　対応件数

２，６２９件

　　　　　合　　計 ７，３９３件

　○成年後見制度の活用促進、老人福祉施設等への措置の支援、高齢者虐待への対応、

　　困難事例への対応、消費者被害の防止に関する諸制度を活用し、高齢者の生活の

　　維持を図る事業を行っています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

介護福祉課　対応件数 ５４件

結城市東部地域包括支援センター
たけだ　対応件数

１６９件

結城市西部地域包括支援センター
ヒューマン・ハウス　対応件数

３３件

結城市南部地域包括支援センター
青嵐荘　対応件数

３０件

合　計 ２８６件

虐待に関する通報・相談件数 １７件（実人数）

　○介護支援専門員（ケアマネジャー）が抱える支援困難事例について、適宜、地域包括

　　支援センターの各専門職や関係機関等連携の下、具体的な支援方針を検討し、指導

　　助言等を行っています。

（延べ件数）

ケアマネジャーからの相談対応件数 ６５１件

　○要支援１・要支援２に認定された方、総合事業における事業対象者に対し、介護予防

    及び日常生活支援を目的に、介護予防・生活支援サービスや、一般介護予防事業、高

    齢福祉サービス等の適切なサービスが、包括的かつ効率的に提供されるよう援助を行

    っています。

介護予防に関する相談対応件数 ４３件

地域包括支援センターケアプラン作成
数

４５１件

委託事業者ケアプラン作成数 １，７９７件

　　　　　合　　　　計 ２，２４８件

　○要支援１・要支援２に認定された方の介護予防ケアプラン作成を地域包括支援センタ

    ーで実施しています。

地域包括支援センターケアプラン作成
数

８６３件

委託事業者ケアプラン作成数 ３，５７８件

　　　　　合　　　　計 ４，４４１件

（５）指定介護予防支援事業

○地域包括支援センター業務実施状況

（１）総合相談支援事業

（２）権利擁護事業

（３）包括的・継続的ケアマネジメント業務

（４）介護予防ケアマネジメント

成年後見制に関する対応件数
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